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この報告書は、 日本自転車振興会からの競輪収益の一部

である機会工業振興資金の補助を受けて平成四年度に実施

した 「情報処理技術の応用に関する調査研究」の成果を取

りまとめたものであ ります。







Cま じ めGこ

高度情報化社会の円滑な実現のためには、地域間の情報化格差を是正 しっっ、全国的に

バランスのとれた情報化を図ることが不 」欠となっている。そのため、各所において情報

基盤の整備、情報利用の高度化が促進 さぷている。

財団法人 日本情報処理開発協会は、昭和54年 度から昭和58年 度の5カ 年にわたり、

地域情報拠点の育成事業を実施 し、地域データの整備、 ク リア リング機能の形成及びデー

タの交換利用を中心に地域情報化の基盤整備を推進 してきた。次いで、昭和59年 度か ら

昭和60年 度の3カ 年にわたり、地域活性化 と情報の有効利用を目的に、地域内オンライ

ン ・ネッ トワークによる情報流通 システムに関す る調査研究事業を実施 し、地域内情報流

通 システムの ビジョンの作成を行 った。また、昭和62年 度か ら平成元年度の3カ 年 にわ

たり、地域の実態に即 した形でニーズに対応 した情報利用の高度化を図ることを目的に、

情報処理の応用に関す る調査研究を実施 し、中部地域をモデル地域 とした 「オ ンライ ンデ

ーダベースの統合検索技術に関する調査研究」及び九州地域をモデルとした 「マルチメデ

ィアに対応 した地域開発支援型情報システムに関する調査研究」を行 った。

この間における情報化の進展 は目覚ましく、データベースの構築やサー ビス化の進展、

データ通信技術の向上、人工知能技術の実用化、情報利用の裾野の拡大、法制度問題の審

議など、産業社会か ら国民生活に至るまで情報及び情報処理 に対す るニーズが大幅 に拡大

してきている。 しか しなが ら、各地域の情報化ニーズへの対応という点では、必ず しも充

分な状況とはいえないことも事実である。

こうした状況を踏まえ、当協会では平成2年 度か ら3カ 年計画で地域ニーズに対応 した

情報利用の高度化を図 ることを目的に 「情報処理技術の応用に関する調査研究」事業を実

施することと した。本事業は、中部地域においては 「オ ンラインネ ットワークによる地域

産業政策 コンサルティングシステムに関する調査研究」、近畿地域においては 「地域経済

予測サポー トシステムに関する調査研究」、九州においては 「複合通信による中小企業 リ

モー ト診断 システムに関する調査研究」の三つの調査研究をモデルケースとして個々のテ

ーマに基づ き調査研究を実施 した
。

本報告書は、 「情報処理技術の応用に関する調査研究」事業のうち、 「オンライ ンネ ッ

トワークに関す る地域産業政策 コンサルティングシステムに関す る調査研究」について、

平成4年 度に実施 した内容をまとめたものである。

ここでは、地域産業政策に関す るコンサルティングを最大限かっ効果的に実現す るため

のツールとしてモデムシステムを開発 し紹介 しているが、本 システムが報告書の一構成要

素にとどまることな く、実際の地域経済活動の中で幅広 く活用 されれば幸いである。

最後に、本調査研究 に当たって、御指導、御協力をいただいた委員をは じめ、関係各位

に対 し、深 く感謝の意を表す る次第である。

平成5年3月
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言周査 研 究 の 概 要
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1.調 査 研 究 の 概 要

1.1目 的

近年の情報処理技術、通信技術の発達により、地域において も産業、社会、生活のあ ら

ゆる分野で情報化が進展 して きている。 しか しなが ら、各地域それぞれのニーズへの対応

という点では、必ず しも十分な状況 とはいえない。

中部地域 は、 自動車、金属工作機械等の加工組立型産業を始め、繊維、陶磁器等地場産

業の集積が厚 く、我が国有数の工業地帯を形成 してお り、製造品出荷額の全国に占め る割

合 も大 きい。 こうした当地域の産業が、多様化す る消費者ニーズや激変す る国際経済環境

の下で、今後新規需要 を創出 し、新 しい生活文化創造産業 として飛躍 ・発展 してい くため

には、新製品 ・新技術の開発や人材の育成等への積極的取 り組みが必要 であり、 とりわけ、

情報収集、分析能力の強化がその死命を制するといって も過言ではな い。 こうした状況を

背景に、当地域 においては、地場産業や中小企業を中心に、国、県の政策情報の提供や コ

ンサルテー ションに対す るニーズが高 まっている。

しか しなが ら、当地域 は、東京、大阪圏に比べ各地元企業の本社機能、金融機能、管理

機能などの中枢管理機能が弱い こと及び有力な業界団体、民間の シンクタ ンクが少 ない こ

とか ら、情報収集機能 ・情報活用機能が脆弱であり、提供 されて いる産業政策情報を有効

活用で きないことが多 か った。

このため本事業は平成2年 度か ら3年 計画で、オ ンライ ンネ ッ トワー クを利用 し、 コン

サルテー ション内容のパター ン化、ユーザイ ンターフェイス、検索、回答作成等 に適 した

文章処理技術の調査を行 うと共 に、 これ ら技術を活用 した地域産業政策 コンサルティング

システムにっいて調査研究 を行 い、地域産業政策に対す るコンサルテーシ ョン支援のあ り

方等にっいて検討することを目的 として実施 して きた ものである。

1.2調 査研 究 方針

現在、企業活動等に伴 うコンサルテーシ ョンにおいては、 これを受 けよ うとす る一般相

談者の知識が不足 していたり、情報が足 りないために相談内容が不明確であ ることも少な

くないと考え られる。そのため、 コンサルタン トは幾つかの質問などを行 い、不明確な状

態である問題点を整理 ・分析 して明確な問題点を導 き出 し、 これに対 して、有する知識や

各種情報により、的確 に診断 し解決方法を指導すると共 に、それ らに関連す る情報 などを

提供 している。

コンサルタン トは、その人固有のノウハウにより効率良 く解答を見つ け出す ことがで き

るのに対 して、一般相談者 は要領がわか らないままに基礎的な原理 ・原則をあてはめよう

と試行錯誤を繰 り返 して解答を得 るのに長い時間を費やす。 コンサル タン トの持つ問題解

決のノウハ ウあ るいは要領をコンピュータに知識ベース として移植 し、それを もとに推論

を行 うシステムを開発す ることは、 コンサルタン トには自己の専門領域以外の相談に対 し

て指導を行 う上での強力な支援 とな った り、 自己の専門領域において も知識の補完や各種

の幅広い情報入手 に役立っ こととな る。 また、専門知識 を知識ベースと して整備蓄積す る
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ため 、 この専門知 識 を次世 代へ継 承 す る ことが可 能 とな る。 コ ンサ ルテ ー シ ョンを受 け る

相 談者 に とって も、未 熟 な コ ンサ ル タ ン トや相談 に対す る専 門外 の コ ンサル タ ン トか らで

も、熟 練 した コ ンサ ル タ ン トか ら受 け る コンサ ル テー シ ョンと同 レベル かっ均 一 の サ ー ビ

スを受 け ることがで きる。 また、 オ ンジイ ンネ ッ トワー クによ り、遠 隔地 にお いて も同等

の サ ー ビスを受 け る ことがで きる。

従来 コ ン ピュー タで制御 す る対象 はす べ て明確 にな って数式 化 されて い な ければ な らな

か ったが、 現実 の人 間生活 社会 で は使 われ る言葉 に曖昧 さが あ り、 人 間の主 観が これ に反

映 されて い る。今 回 の調査 研究 で は、 人工知 能技 術 に よ り、 この不 明確 な状 態 か ら推論 と

問 い掛 けを繰 り返 す ことに よ り、 問題 点 を絞 りこん で ゆ き、 コ ン ピュー タに コ ンサ ル タ ン

トの 専 門家の如 く判 断 や推論 を させ よ うとす る もの で あ る。

人 工知能 技術 を利 用 した地域 産 業政 策 コ ンサル テ ィ ング システ ム によ る コ ンサ ルテ ー シ

ョンサ ー ビスの均一 化、 利用 制度 の網 羅性 等 は、 コ ンサル テ ー シ ョンを受 け る相 談 者 や コ

ンサ ル タ ン トに対す る地 域産 業政策 情 報 の有効 活用 支援 の一 つ と考 え られ る
。

1.3推 進 体 制

調査研究の基本方針、実施計画等の検討、 「地域産業政策 コンサルテ ィングシステム」

の評価等を行 うため、学識経験者、 コンサル タン ト、情報処理専門家及び中部通商産業局

等か らなる 「地域産業政策 コンサルテ ィングシステム調査委員会」を設置 した。

1,4実 施 経過

平 成2年 度 は、 「先進 的 な コ ンサ ル テ ィ ング シス テムの 調査 」及 び 「コ ンサル テ ィ ング

を 受 け る側 のニ ーズ調 査」 を実施 し、 当地域 にお け る地域 産業 政 策 に対す る コ ンサ ルテ ー

シ ョンを行 う場合 に必 要 な地 域産 業 政策 情報 や コ ンサル テー シ ョ ンの ノ ウハ ウや知 識 を

「地域 産業 政策情 報 」、 「コ ンサ ルテ ィ ング知識 」 と して 整理 を行 った。 さ らに、現 在 の

ハ ー ドウ ェア及 び ソフ トウ ェア両面 の技 術水 準 か ら生 じる制 限 を特 に意識 せ ず
、前 例 の な

い 「地域産 業政策 コンサ ルテ ィ ン グ システム」 に対 して理 想 的 な イ メー ジを示す こ とに努

め、 そ の成 果 を概 念設 計 と して ま とめた。

平 成3年 度 は、平成2年 度 に行 った概念設 計 を基 に した 「地域 産 業政 策 コ ンサル テ ィ ン

グ シス テム」 の1つ の実現 形 をモ デ ル システ ム と位 置づ け、 そ の 中で現 在利 用可 能 な諸 技

術 や 本調査 研究 の期 間等 を考慮 す る とと もに、満 たす べ き機 能 や コ ンサル テ ィ ング内容 の

絞 り込 み を行 った ものを プ ロ トタイ プ システ ム と して開発 し、 コ ンサ ルテ ィ ング機能 、 デ

ー タ、知識 の評 価 を行 うと もに、評 価 結果 を もとにモデ ル システ ムの詳 細設 計 を行 った。

平成4年 度 は、平成3年 度 まで の結 果 を基 に、モ デル シス テム と して デー タ、知 識 、 コ

ンサ ル テ ィ ング機能 の拡充 を行 うと と もに、 オ ンライ ンネ ッ トワー クに よ る利用 を可 能 と

した モ デル システ ムを開発 し、 コ ンサ ルテ ィ ング シス テム と して の課題 や今後 の あ り方 等

を検討 した。

図1-1に オ ンライ ンネ ッ トワー クによ る地域 産業 政策 コ ンサ ル テ ィ ング シス テム に関

す る調 査研 究 フローを示す 。
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図1-1オ ンラインネットワ弓 によ る地域 産 業政 策 コンサルティングシステムに関 す る調査 研究 フロー
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地 域 産 業政 策 コンサルティングシステムの あ り方

(モデルシステム の応用 、拡 充 等)
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なお、平成4年 度事業の実施経過の概略は次のとお りである。

(1)地 域産 業政策 コ ンサル テ ィ ン グ システム調査 委員 会 の開催

第1回 平 成4年7月7日

・平成4年 度 実施 手 業の概 要説 明

・平 成4年 度 調査 研 究方 針の検 討

・モデ ル シス テム 開発方 針 の検討

第2回 平成4年12月18日

・モ デル シス テ ムの 開発状況(中 間報 告)

・モ デル システ ムの デモ ンス トレー シ ョン

第3回 平成5年3月19日

・モ デル システ ムの デモ ンス トレー シ ョン

・報告 書(案)の 検 討

(2)地 域産業政策 コンサルティングシステム(モ デル システム)に 関す る調査

調査方法 モデルシステムを想定事例により利用 し、ア ンケー ト方式 によ り調査

調査対象 以下の機関の融資窓口担 当者

.中 小企業金融公庫

財団法人愛知県中小企業振興公社 愛知県産業情報 セ ンター

名古屋市中小企業指導セ ンター

調査項目 モデル システムの操作性、有効性、改善点等

実施時期 平成5年3月4・8・11日
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2.地 域 産 業 政 策

コ ン サ ル テ ィ ン グ シ ス テ ム の 概 要





2.地 域 産 業 政 策 コ ン サ ル テ ィ

の 概 要
ン ク"シ ス テ ム

2.1地 域産業政策 コンサルティングシkテ ムとは

経営者が企業活動に伴 う問題に直面 し、その解決のために何 らかの助けを必要 とする場

合、問題の内容に適する相談相手を探 し問題を整理 した上で適当な表現で相談相手に伝え

る。相談相手は相談内容を理解すべ く必要な質問を繰 り返 し、っいには問題の解決策を導

き出し経営者に伝える。 この手順を機械的に処理できる形式に整えれば、最終回答を機械

的に生成する事も可能である。

地域産業政策コンサルティングシステムは、各相談窓口の担当者又はコンサルタントに

対 し、産業政策の適用のア ドバイス、国 ・県 ・市より提供されている産業政策及び制度に

関する情報提供をコンピュータで応答 しようとするものである。

2.2地 域産業政策 コンサルティ ングシステムの概念設計

平成2年 度に行った地域産業政策コンサルティングシステムの概念設計の概要を以下に

示す。

2.2.1地 域産業 政策 コンサルテ ィングシステムの前提条件

相談者が持つ問題点を調査分析 し、その結果に対する各種の支援方法などを全般的にコ

ンサルテーションするためには、あまりにも膨大なコンサルティング関係の知識や支援方

法などの情報の整備が必要であり、 これらの概念を地域産業政策 コンサルティングシステ

ムとして的確に取 りまとめるうえで、多大な作業時間が必要となる。このため、本調査研

究における地域産業政策コンサルティングシステムは、 「コンサルティングを受ける側の

ニーズ調査」結果などを基に利用対象者、利用方法などの前提条件を以下のように設定 し

た。

(1)利 用対象者

専門領域以外の相談に対 してコンサルテーションを行うコンサルタン ト及び相談窓

口担当者並びに地域産業政策情報に関するある程度の知識を有する者

(2)利 用方法

相談者の相談内容を分析 し、利用可能な地域産業政策情報を利用対象者に案内する

コンサルティング業務の支援及び地域産業政策情報の紹介
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(3)シ ステム環境

① ホス ト機

1)利用可能 な地域産業政策情報を提示す る。

2)コ ンサ ルティ ング関連の知識及 び地 戊産業政策 ・制度のデータベースな どの管理 を

行 う。

3)知 識の獲得(追 加 ・更新 ・削除など)な どの メンテナ ンスは、ホス トの システ ム管

理者が行 う。ただ し、一部の特定の利用者 に限 りメンテナ ンスを可能 とす る。

4)ワ ークステーシ ョンかそれと同等以上の機能を有 して いるもの とす る。

②端末機

1)相 談内容等の情報入力 と、ホス トで処理 した結果であ る地域産業政策情報 の表示 出

力を行 う。

2)原 則 として、現在利用 しているパ ソコ ン ・ワー クステー ションに通信機能 を付加 し

た もの とす る。

2.2.2地 域産業政策 コ ンサルテ ィングシステムの機能要件

当該 システムは、ホス トにすべて機能 を集 中させ ることな く一部の機能を端末機側 に持

たせ ることにより、ホス トへ集中す る負荷 を分散 させ る。また、端末機 自体 のイ ンテ リジ

ェン ト機能 を活用 した り、端末機に機能を付加す る ことによ り、必要情報の転送時 間及 び

当該 システム全体の処理時間を短縮 させ る。図2-1に 地域産業政策 コンサルテ ィングシ

ステムの機能構成を、表2-1に 地域産業政策 コンサルティングシステムの機能概 要一 覧

を示す。
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図2-1地 域産業政策 コンサルティ ング システムの機能構成

ホス ト側機能構成

知識情報処理部

・モニタ機能

・運用/メ ンテナ ノス状態制御機能

・稼働実績蓄積機能

・統計処理機能

・知識ベースの メンテナ ンス機能

・データベ ースの メンテナ ンス機能

・整合確認機能

・確認テス ト機能

・メ ンテナ ンス経緯蓄積機能

・端末機 の管理機能

・相談内容分析機能

・制度選択機能

・適用評価機能

・ア ドバイス機能

・適用制度比較機能

・推論過程蓄積 ・表示機能

・質問選択機能

i・ 知識 メ ンテナ ンス要望機能

端末側機能概要

能機化一
能

ユ
機

二
力

メ

入

・データベ ース検索機能

・外部データベース接続機能

・知識 メ ンテナ ンス要望機能

・知識ベ ースの メンテナ ンス機能

・相談履歴蓄積機能
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表2-1地 域産業政策 コンサルティングシステムの機能概要一覧

(ホ ス1一 オ幾)

分類 機 能
一 一　 A

機 能 概 要

誓編 ム
モニタ機能 運用状況などを確認するためのモニタを表示する機能を持つ。

鯛 嚇 ンテナンス状態
システム運用状態や知識のメンテナンス状態を制御する機能を持つ。

稼働実績蓄積機能 システムの稼仔.実績を蓄積する機能を持つ。
・A..「

統計処理機能 稼働実績や課金などを統計処理する機能を持つ。

繊 捷報
相談内容分析機能

認 罪 から入力され端 敵内容を矢1撒ベースを用いて問艘 因な巳}腱 行う棚

制度選択機能 分析結果に基づき利用可能な地域産業政策を選択する機能を持つ。

適用評価機能 選択 された地域産業政策の適用評価を行う機能を持つ。

ア ドバ イ'ス機能
き墾罐 糠 霧 聯 繋 野 より有効なもの樋 肘 るために湘 緒 の克服すべ

適用制度間比較機能 選択された地域産業政策間の比較を行う機能を持つ。

推論過程蓄積 ・表示機能 知識ベースを用いた処理の過程を推論過程として蓄積し、表示する機能を持つ。

質問選択機能
す纏 縫 鶴 ㌍ めの必要最小限の質問を・利賭 から入力され購 侵欄 こ選択

嘉三詮
データベース検索機能 産業政策情報のうち必要なもの検索する機能を持つ。

籠部データベース接撒
外部のオンラインデータベースへ接続する機能を持つ。

知識獲得 損灘 ンテナンス難 蓄 望篇稔 纏 爵2難 語 ・ンに女寸する不足'不 備などを・メンテナンス要

弦宮 鶏 汀 スのメンテナン ,智魏 翻 葺 草跨4嘉 詩 羅 鶏 撃き基に・システム管賭 がコンサルテ

㌃ 饒 一スのメンテナ テξ壌 誘 離 蕪 ちニツールによりシステ膚 賭 が地蹴 政策櫟 のメン

整合確認機能
が嫌 嘉 季重鰺 手議 蕊 呑㍗ ンテナンス後・その繍 及び情報の内容に矛盾

確認テス ト機能 ち呼 ㌻ だ 鋸議 為 羅紋 誌 モ季熟 覧 機纏 持㌘ を行ったの

罷ンテナンス繍 蓄繊 た活 鐸 野 鶏 融 議 毅 羅 講 智㍍のメンテナンスを行うことができる

端末機管理機能 ホ ス ト機 へ の 接続 端}末機 の 増減 に∫'トう シ ステ ムの メ ンテ ナ ンス機 能 を 肪 つ,,

付加機能 FAX送 信機能 コンサルティング結果をFAXで 送信で きる機能を持つ。

灘 メール'電 粥 示板 電乎蘇 巖 腱 嘉聖 者間のコミ・ニケーシ・ンツールとしての電子メール彩駕籠や

(立嵩末 オ幾)

分類 機 能 機 能 概 要

入出力部 メニ ュー化 機 能

の

化浸 表襟 纏 縫 酷 ㌍ 要最小F艮の鰍 を・利縮 が使い易し'ようにメニュー

入力機能
を用薄 霧 熱 賛 経 麗 織2鰐 野などに対する返答の入力をマウス'定

知識獲得 罷職メンテナンス魏 機 。《鍾 繍 虹 を疏 τ1レ柔訴 願 撞纏軽 羅 露 弊 どを・繍 のメンテナ

相談履歴蓄積機能 し魅1こ緬 縁 魏 殿 ξ轡 擁 履警葬 解 ㌍ 夕そ魏 魏 聖 明1鰯頂く

曙 ㌫ スのメンテナン 螺 欝 案輪 襯;:エ:∴二㌶ 巖 竺欝 ∴㌫ ス
§加靴

FAX受 信機能 コンサルティング結果をFAXで 受信できる機能を持つ。

麗麗メール'霞 網 示板 爵 蘇 巖 纏 岳廻 者間のコミ・ニケーシ・ンツールとしての電子メール機能や

統計処理機能 稼働実績、課金、相談履歴などの統計'的処理を行 う機能を持つ。
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3.地 域 産 業 政 策
コ ン サ ル テ ィ ン グ シ ス テ ム の 開 発 経 緯





3地 域 産 業 政 策 コ ン サ ル テ ィ ン グ シ ス テ ム

の 開 発 経 糸章

3.1プ ロ トタ イ プ シ ステ ム及 びモ デ ノ1シス テ ム と は

概念設計 の段階で は、現在のハ ー ドウェアの機能 レベル、 ソフ トウェアの技術 レベルの

両側面か ら与 え られ る制限 をあえて考慮せず に、 「地域産業政策 コンサルテ ィング システ

ム」に求め られ る機能要件 を広 く模索 した うえで、理想的な システム像を描 くことを試 み

た。

しか し、新たな視点 で定義 された特徴的な機能を持つ この 「地域産業政策 コ ンサルテ ィ

ングシステム」を1っ のモデル(モ デル システム)と して最大限に効果的な形で実現 す る

ため には、現状での技術 的な制約、本調査研究の期間の制約等 を勘案 して、与え るべ き機

能 を再度評価す る必要が ある。

したが って、 モデル システ ムの仕様 は、まず 目標 とす るモデル システムの機能を定め、

その中で も主 眼 となる機能 にっ いてプロ トタイ ピング(プ ロ トタイプシステムの開発)を

行い、妥 当な機能 か否 かの評価を行 った後 、確立す ることと した。

3.2シ ステム開発方 針

システム開発 に当た って は、概ね以下 の方針で臨んだ。

(1)ハ ー ドウェアの機能水準

①現在の技術 レベルで実現可能な もの とす る。

② 開発対象 とな るハ ー ドウェアで実現可能 な もの とす る。

③妥 当な処理時間で コ ンサルティングが可能 な もの とす る。

(2)ソ フ トウェアの技術水準

①本調査研究の主題である 「コンサルティング」に的を絞 るものとする。

②既に普遍的な技術で実現可能なものはできる限り利用するものとする。

③市販パ ッケージで代用できるものはできる限り使用するものとする。

(3)シ ステム開発 レベル

① プロ トタイプシステム

モデル システ ムの一部機能 の試作版であ ることか ら、相談者の相談 内容 に直接該当

す る制度 のみ紹介で きる ものとす る。

② モデル システム

「地域産業政策 コンサルテ ィングシステム」の1っ の実現モデルである ことか ら、

専門領域以外 の相談 に対 して コンサルティ ングを行 う窓 口担当者等で も相談者の相談
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内容に直接該当する制度を紹介できるとともに、適用可能と見込まれる別の制度(努

力する事により利用可能 となる制度)も コンサルティングできるものとする。

(4)シ ステム環境

① プ ロ トタイプ システム

モデル システムの機能の うち、 その主眼 とな る制度を選択 し出力す る機能 について

開発す るため、 モデル システムのホス ト機 にスタン ドアロンで構築す るもの とす る。

②モデル システム

概 念設計の とお り、 システムの中核 とな るホス ト機 と実際に相談のや りとりを行 い

コ ンサルティ ング結果を出力す る端 末機 とをオ ンライ ンネ ッ トワークで結ぶ構成 に し

ホス ト機 は コンサルティング関連の知識及び地域産業政策 ・制度 のデータベースなど

を蓄積 ・管理す るとともに、通信回線でっながれて いる端末機か ら利用で きる もの と

し、端末機 は相談過程の入出力やホス ト機の コンサ ルテ ィング結果の出力を行え るも

の とす る。

モデル システムで は、本調査研究 の主題が地域産業政策の コンサルテ ィングであ る

ことか ら、 ホス ト機 にオ ンライ ンで接続 す る端末機 台数を1台 に限定す る。

3.3プ ロ トタイプ システムの概要

平成3年 度 に開発 した地域産業政策 コンサルテ ィングシステム(プ ロ トタイプシステム

)の 概要 を以下 に示す。

3.3.1シ ステ ム環 境

モデル システムで は概念設計 どお りシステムの中核 となるホス ト機 と実際 に相談 に関す

る入 出力を行 う端末機 とをオ ンライ ンネ ッ トワー クで結ぶ構成 にす るが、 プロ トタイプ シ

ステムで は、モデルシステムのホス ト機のみのス タン ドア ロンで構築す ることと した。

具体的な機 器構成 は以下の とお りで ある。

(1)ハ ー ドウ エア

①本体 SunSPARCstationELC

②内部メモ リ 24MB

エキスパ ー トシェル(エ キスパ ー トシステム構築 ツール)が16MB以 上必要 とす

るため、本体標準 メモ リ(8MB)に 増設 メモ リ(16MB)を 追 加 した。
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③ デ ィス ク容量631MB

概 算 内 訳 は以 下 の とお りで あ る。

・OS等 シ ステ ム .200MB

・エ キ スパ ー トシェル5MB

・ア プ リケー シ ョ ン10MB

・開発 用 ワ ー クエ リア ・100MB

(2)ソ フ トウ ェア

①OS SunOS4.1.1(日 本 語)

本体標準 の もので ある。

②Window日 本語OpenWindows2,0.1

エキスパー トシェル画面表示等のためにWindowsを 必要 とす るため、 日本語

でのMMIが 可能な もの とした。

③ プログラ ミング言語 …・C言 語

エキスパ ー トシェルの起動、入 出力の制御等 ツールのサポー トを行 うことがで きる

言語である。

④エキスパ ー トシェル ・…NEXPERTOBJECT2.O,1

知識表現 に柔軟性が あるとともにプログラ ミング しな いで知識 の編集がで きるな ど、

開発及び操作性が良 いツールである。

3.3.2利 用 対 象者

概念設計では、専門領域以外の相談に対 してコンサルティングを行うコンサルタン ト及

び相談窓口担当者並びに地域産業政策情報に関するある程度の知識を有する者を対象とし

たが、プロ トタイプシステムにおいては、ある程度コンサルティングの経験を持ち相談内

容を分析す ることが可能な者を対象とする。

3.3.3使 用 す る デ ー タ範 囲

平成2年 度 には、 「コンサルテ ィングを受 ける側のニ ーズ調査 」で得 られた結果か ら、

各指導的機関を通 じて最 も相談頻度の高か った金融分野の資金調達 に関す る融資制度 につ

いて整理を行い、 「地域産業政策情報整理表」としてまとめた。

プロ トタイプ システムで は この整理表 を基に地域産業政策情報デー タベースを構築す る

とともに、データベースに関す るコンサ ルテ ィング知識 を知識ベース とす る必要が あるが、

短期間で多数 の相談窓 口機関 に ヒア リングを行い、 コンサルテ ィ ング知識 を獲得す ること

は非常 に困難であ るため、 ヒア リングを行 う相談窓 口機関を、政府系 と して は中小企業金
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融公庫及び国民金融公庫、愛知県としては愛知県商工部、名古屋市としては名古屋市中小

企業指導センターに限定 した。

取 り扱う融資機関と制度数は以下のとおりである。

国一[;磯 鶏公庫8i膿

県 一 愛知県商工部

市

(26制 度{3})

名古屋市中小企業指導センター

(12制 度{3})

※{}内 は県と市の共通制度

3.3.4プ ロ トタイ プ システ ム の機 能

前 述のような観点か ら検討 を加えた結 果、 プロ トタイプ システムを開発す るにあた り、

概念設計で掲 げたホス ト機側機能を制度選択機能、適用評価機能、 ア ドバイス機能、デー

タベ ース検索機能の4機 能 に縮小 した。 また、端末機側の メニ ュー化機能 と入力機能 を統

合 して入出力機能 と し、 ホス ト機側の機能 とした。

図3-1に 開発 したプロ トタイプ システムの機能構成 を、表3-1に プロ トタイプ シス

テムの機能概要一覧を示す。

図3-1プ ロ トタイプ システムの機能構成
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表3-1プ ロ トタ イ プ シス テ ムの 機 能 概 要 一 覧

分類 機 能 機 能 概 要

知識情報

処理部

制度選択機能 各制度共通の質 〕と必要最小限の制度固有の質問を行い、質問に対する回答を知識

ベースで判断 しながら、適用可能な制度を絞 り込む。

適用評価機能 「制度の選択機能」で選択された利用可能制度に対 して、相談内容に適する順に亜

み付けを行い適する順に制度を提示する。相談内容に適する順 として、融資条件の利

率の低い順とする。

ア ドバ イス機能 既に選択された利用可能制度以外に有効な制度を紹介するために、相談者の克服す

べき条件を提示する。克服条件に借入金額及び返済期間を使用する。

デ ー タベ

ー ス管 理

部

データベース検索機能 相談内容に対する利用可能制度や準利用可能制度の名称及びその詳細情報(取 扱機

関、資金使途、融資条件)を 地域産業政策データベースを検索 し入手す る。

入出力部 入出力機能 システムからの質問を画面に表示したり、質問に対する回答をマウスによる該当項

目の選択やキーボー ドによる値の入力で行 う。
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3.4モ デル システムでの機能強化 ・拡 充

図3-2に モデルシステムの機能構成 を、図3-3に 概念設計におけ るモデル システム

の機能構成を、表3-2に モデルシステムの機能概要一覧を示す
。

図3-2モ デル システムの機能構成

モデルシステム

適 用 制 度 間 比 較 機 能

推 論 過 程 蓄 積 ・表 示 機 能

デ ー タ ベ ー ス 検 索 機 能

知識ベー スのメ ンテナ ンス機能
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図3-3概 念設計 にお けるモデル システムの機能構成

ホス ト側機能構成

・モニ タ機能

・運用/メ ンテテ ンス状態制御機能

・稼働実績 蓄積機能

・統計処理機能

◎知識ベースのメンテナ ンス機能
・データベースの メンテナ ンス機能

・整合確認機能

・確認 テス ト機能

・メンテナ ンス経緯蓄積機能

・端末機の管理機能

・相談内容分析機能

○制度選択機能

◎適用制度比較機能

◎推論過程蓄積 ・表示機能

△質問選択機能

・知識 メ ンテナ ンス要望機能

端末側機能概要

△入力機能

デ ータベ ース管理部

・データベース検索機能

・外部データベ ース接続機能

◎オ ンライ ンネ ッ トワーク機能

・知識 メ ンテナ ンス要望機能

・知識ベースのメンテナ ンス機能

・相談履歴蓄積機能

・・… 概念設計 …・プロ トタイプ システムで開発

○ ・… モデル システムで機能強化 ・拡充

◎ ・… モデル システムで開発

△ ・… プ ロ トタイプ システム及 びモデルシステムで他の機能 と統合 して 開発
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表2-2モ デルシステムの機能概要一覧

(ホ ス トホ幾)

分類 機 能 機 能 概 要

知識情報

処理部

制度選択機能 企業情報、相談内容か らの日常用語、借入条件(金 額、期間)か ら、利用可能な融

資制度を判断す る。

適用評価機能 「制度の選択機能」で選択された利用可能制度に対 して、相談内容に適する順に重

み付けを行い適する順に制度を提示する。相談内容に適するll頂として、融資条件の利

率の低い順とす る。

ア ドバイス機能 既に選択された利用可能制度以外に有効な制度を紹介するために、相談者の克服す

べき条件を提示する。克服条件として、借入金額及び返済期間を使用する。

適用制度間比較機能 準利用可能制度それぞれの融資金額 ・融資期間 ・利率にっいて容易に比較でき、.相

談者がより広範な制度の中から希望するものを選択できるよう一覧表示を行 う。

推論過程蓄積 ・表示機能 制度の絞り込みの過程や結果に対する説明等を確認できるよう、知識ベースを用い

た推論過程を蓄積 し、利用者の必要に応 じて表示する。

デ ー タベ

ー ス管 理

部

データベース検索機能 相談内容に対する利用可能制度や準利用可能制度の名称及びその詳細情報(取 扱機

関、政策概要、融資対象者、資金使途、融資条件、申込機関等)を 地域産業政策デー

タベースを検索 し入手する。

(ホ ス ト機 及 び 端 末 機)

分類 機 能 機 能 概 要

～

通信部 オ ンラ イ ンネ ッ トワー ク

機 能

ホス ト機と別に設置された端末機とを公衆回線で接続 し、適用可能な制度を決定す

るために必要なデータの送受信及び決定された適用可能制度を端末機へ転送する。

(支出末 機)

分類 機 能 機 能 概 要

入出力部 入出力機能 システムか らの質問を画面に表示したり、質問に対する回答をマウスによる該当項

目の選択やキーボー ドによる値の入力で行う。
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モデルシステムの開発 に当た り、平成3年 度 に開発 したプ ロ トタイプシステムの機能 を

以下 の とお り強化 ・拡充 した。

(1)知 識ベースの メ ンテナ ンス機能

システムの コンサルテ ィング結果 に 寸す る不足 ・不備な どを、専用エディタを用 い

て知識 をメ ンテナ ンスす ることにより、容易 に改善で きるよ うに した。

本機能 は、モデル システムの新機能 と して開発 した。

(2)制 度選択機能

プ ロ トタイプ システムで は、制度の利用 目的を選択性 に して いたが、モデル システ

ムで は、相談内容 に実際 に用い られ る言葉(フ リーキーワー ド)か ら制度の選択を行

った り、関連す る目的を調べた りす るなど、より柔軟 な推論を行え るように した。

また、 システム との無駄な質 問 ・応答をな くすため、類似 した質問を行わないため

の推論 も行 うように した。

(3)ア ドバ イス機能

プロ トタイプシステムで は、借入条件であ る借入金額 または返済期間の どち らかが

該 当 しない制度につ いて、金額ア ドバイス制度、期間ア ドバ イス制度の2種 類 に分類

して いたが、モデル システムで は、1っ に し金額 ・期間の どち らが該当 しないのかを

表示す るように した。

(4)適 用制度間比較機能

企業情報、借入目的及び固有条件が該当した制度の融資金額 ・融資期間 ・利率にっ

いて容易に比較でき、相談者がより広範な制度の中か ら希望す るものを選択できるよ

うに一覧表示を行 うようにした。

本機能は、モデルシステムの新機能として開発 した。

(5)推 論過程蓄積 ・表示機能

制度の絞 り込みの過程を確認できるよう、知識ベースを用いた推論過程を蓄積 し、

利用者の必要に応 じて表示できるようにした。

本機能は、モデルシステムの新機能として開発 した。

(6)オ ンライ ンネ ッ トワー ク機能

システムの中核 とな るホス ト機 と、実際に相談のや りとりを行 いコンサルティ ング

結果を出力す る端末 機 とをオ ンライ ンネ ッ トワー クで結ぶ構成 に し、ホス ト機 はコ ン

サルテ ィング関連 の知識及 び地域産業政策 ・制度のデータベ ースな どを蓄積 ・管理す

るとと もに、通信 回線でつながれている端末機か ら利用で きるよ うに した。
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(7)入 出力機能

オ ンライ ンネ ッ トワー クの導入 に ともない、MMI(マ ン ・マ シン ・イ ンタフェー

ス)の 統一 を図 るため、マウスによ る入力か ら画面に表示 された選択肢 のキー入力 に

変更 した。

㊨
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4.モ デ ル シ ス テ ム の 開 発





4.モ デ ル シ ス テ ム の 開 発

平成3年 度 に実施 した詳細設計を再評価 して 目標 とす るモデル システムの機能 を定め、

それ に基づいて開発を行 い、 コンサルテ・ ング知識や操作性などにっ いて評価を行 った。

4.1モ デル システムの構成

4.1.1シ ス テ ム 環 境

モデル システムで は、相談 に対す るコンサルテ ィングを行 うホス ト機 と、入出力操作等

を行 う端末機 とをオ ンラインネ ッ トワー クで結ぶ構成 と した。

機 器構成 は以下の とお りである。

(1)ハ ー ドウ エア

① ホ ス ト側

ホ ス ト機:SunSPARCstationELC

メモ リ24Mバ イ ト(標 準8Mバ イ ト、拡 張16Mバ イ ト)

エキスパー トシェルの利用 に16Mバ イ ト以上のメモ リ容量が必要 なたあ、拡張

を行 った。

ハー ドデ ィスク…631Mバ イ ト

開発 ・実行に必要 なデ ィス ク容量は以下の とお りである。

・OS等 システム:200Mバ イ ト

・エキスパー トシェル:5Mバ イ ト

・モデル システム:1 .9Mバ イ ト

*内 訳 システム本体:1 .6Mバ イ ト

デー タベ ース、知識ベース:260Kバ イ ト

・開発作業領域:100Mバ イ ト

通信用モデム:オ ム ロンMD24FP5V又 は同等の機器

全2重 、調歩同期式(非 同期式)、300/1200/2400bps、

MNPク ラス5準 拠、CCITTV.25bis準 拠

②端末側(ケ ース1)

端末機:NECPC-9801又 は同等の機器

メ モ リ 640Kバ イ ト

ハ ー ドディス ク…40Mバ イ ト

開発 ・実行 に必要なデ ィスク容量 は以下の とお りで ある。

・OS等 システ ム:2Mバ イ ト

・通信 ソフ ト:100Kバ イ ト

通信用 モデム:オ ムロ ンMD24FP5V又 は同等の機器
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③ 端 末側(ケ ー ス2)

端 末機:NTTデ ィス プ レイホ ン テ レア シス ト5000又 は 同等 の機 器

全2重 、調歩 同期 式(非 同 期式)、1200/2400bps、

MNPク ラス5準 拠 、CCITTV .22bis準 拠

ICメ モ リカー ド… …パ ソ コ ン通 信凡ICメ モ リカ ー ド

・通 信速度:2400bps

・デ ー タ長:8bit

・ス トップ ビッ ト:1bit

・パ リテ ィ ビッ ト:無 し

・漢 字 コー ド:シ フ トJIS

(2)ネ ッ トワー ク

ホス ト側 と端末側 にモデムを用意 し、一般の電話回線 を利用 して接続す る。(端 末側が

ケース2の 場合 は、端末側 にモデムは必要 ない。)

(3)ソ フ トウ ェア

① ホス ト側

OSSunOS4.1.1十JLE1 .1.1

ホス ト機に標準の 日本語オペ レーティングシステム。

ウィン ドウシステム… 日本語OpenWindows2 .0.1

エキスパー トシェルが 日本語のMMI(マ ンマ シ ン ・イ ンターフェース)を 提供す

るために必要 とす る。

プログラ ミング言語…C言 語

エキスパー トシェルの機能(推 論 や知識の構築な ど)を 利用 ・制御す るために提供

されたAPIがC言 語であ り、C言 語 はホス ト機 に標準添付 されて いる。

エキスパー トシェル…NEXPERTOBJECT2 .0.1

知識表現や推論 に柔軟性があ るとともに、 シェルの提 供す るMMIを 使 うことで比

較的容易 にルール等の編集がで きるなど、開発及 び操作性 の良 いツールであ る。

②端末側(ケ ース1の 場合のみ)

OS 日本語MS-DOS3.1

パ ー ソナ ル コ ンピ ュー タに一 般 的 な 日本 語 オ ペ レー テ ィ ング システ ム

通 信 ソ フ ト…hterm又 は同等 の ソフ トウ ェア

ホ ス ト側 との通信 を行 い、端 末 エ ミュ レー シ ョ ンを行 う ソ フ トウェア 。

・通信 速度:2400bps

・デー タ長:8bit

・ス トップ ビ ッ ト:1bit

・パ リテ ィ ビ ッ ト:無 し
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・漢 字 コ ー ド:シ フ トJIS

4.1.2利 用 対 象者

プロ トタイプシステムが融資相談担当主のような専門家であることを想定 したのに対 し、

モデルシステムは、専門領域以外の相談に対 してコンサルティングを行 うコンサルタン ト

及び相談窓口担当者、並びに地域産業政策情報に関するある程度の知識を有する者を対象

とした。

4.1.3使 用 す るデ ー タ範 囲

モデルシステムでは、政府系として中小企業金融公庫及び国民金融公庫、愛知県として

愛知県商工部、名古屋市として名古屋市中小企業指導センターが扱 う融資制度を対象とす

る。また、知識ベース(後 述)の 構築は参考文献[1]～[4]か ら得られる情報に基づ

いている。

4.2知 識 ベ ース

知識ベ ースの構成 は、図4-1に 示す とお りである。 システムが検索対象 と してい る融

資制度の情報を記述 したデ ータベ ースと、融資の可能性を調べるための判断 フ レーム、融

資相談 に関す る用語 とそれ らの関連を記述 した シソーラス、相談者か ら得 られた相談者 固

有の情報が設定 され る相談者情報 フ レームより成 る。

4,2,1デ ー タ ベ ー ス

地域産業政策情報データベースは、個々の融資制度に関する融資制度番号(モ デルシス

テムで定義)、 融資制度名、取扱機関、使途別による融資限度額及び融資期間、利率、制

度固有の質問(固 有質問フレームのフレーム名)を 記述 している。

このデータベースの情報は、制度選択機能が融資制度を絞 り込む過程において、制度固

有の条件や金額、期間の判断を行 う時に読み込まれ、融資制度フレームとして生成 される。

モデルシステムでは前述の4機 関(中 小企業金融公庫、国民金融公庫、愛知県商工部、

名古屋市中小企業指導セ ンター)に わたる163制 度のうち102制 度を対象としており、

その内訳は次のとおりである({}内 は、共通の制度)。

中小企業金融公庫国 一[

国民金融公庫

(34制 度)

(30制 度)

県 一 愛知県商工部 (27制 度{3})

市 一 名古屋市中小企業指導センター(14制 度{3})
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添付 資料1-1に モデル システムにおける収録 データの一覧を示す。

4.2.2シ ソ ー ラ ス

シソーラスは、 カテゴ リシソーラス及び融資 目的 シソーラス とい う2つ の シソーラスか

ら成 り、 日常的な用語 と融資制度 を規定す る行政用語 との関連性 を記述 してい る。

(1)カ テ ゴ リシ ソー ラス

カテ ゴ リシソーラスは、融資制度 に関す る語彙 を概念の分類 に基づ いて整理 した もので

あり、意味 ネ ッ トワーク構造 にな って いる。なお、分類 において科学技術用語 シソーラス

[5]を 参考 に して いる。具体的な設備名 を下位 ノー ドと し、 これを基 に中間 ノー ドを摘

出 し、独 自のカテゴ リに再構築 した ものである。モデル システムの持 つ設備名な どの用語

(ノ ー ド)は1066個 である。

カテ ゴ リシソーラスの構造 を添付資料1-2に 示す。

(2)融 資 目的 シ ソーラス

融資目的シソーラスは、融資制度が対象とする設備内容及び目的内容について行政上の

用語という観点か ら整理 したもので、制度固有の対象内容にっいて階層的に記述 している。

また、融資目的間の関連性やその融資目的を確認するための質問及び他の動機付けを導 き

出すための質問を記述 している。モデルシステムの持つ融資目的(ノ ー ド)は115個 で

ある。

融資目的シソーラスの構造を添付資料1-3に 示す。

4.2.3判 断 フ レ ー ム

判断 フ レームは、企業情報 フレーム、事業場所 フレーム、借入 目的 フレーム、固有質問

フレームより成 る。

(1)企 業情報 フ レーム

企業情報 フレームは、相談者の企業規模である業種、従業員数、資本金を基に、融資制

度が対象としている中小企業者であるか否かの判断を行うための知識を記述 したフレーム

群である。なお、 このフレームの判断基準は中小企業基本法による分類に拠る。

添付資料1-4に 企業情報フレームの構造を示す。

(2)事 業場所 フ レーム

事業場所フレームは、相談者が営む事業場所によってどの融資機関で取 り扱っている制

度が利用可能であるのかを判断するための知識を記述 している。 これは、相談者が事業を
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営む場所によって融資制度を取 り扱 う機関及び融資制度が限定される場合があるため、 シ

ステムでは事業場所による判断 している。

添付資料1-5に 事業場所フレームの構造を示す。

(3)借 入 目的 フレーム

借入 目的フ レームは資金使途(設 備 と運転)に よ って 目的を大別 し、 さ らに産業政策を

基 にく施策 目的 一利用 目的一詳細 目的 〉という階層構造によ り定義 して いる。 また、 ここ

では目的に適合する融資制度番号 を記述 してい る。 この フ レームは、 よ り抽象度 の高 い目

的、より具体的な目的を記述す るとい うよ うな観点 か ら整理 して いる。

添付資料1-6に 借入 目的フ レームの構造を示す。

(4)固 有質問 フ レーム

固有質問 フレームは、各制度 に固有の条件 を判断す るための質問を記述 したフ レーム群

であ り、関係 してい る融資制度 フ レームか ら参照 されている。 また、固有質問 フ レーム間

にお ける相互の包含 ・背反関係 を記述 してい る。 これによ って、同一 内容の質問を行わな

いように してい る。

添付資料1-7に 固有質問 フレームの内容を示す。

4.2.4相 談 者 情報 フ レー ム

相談者 とシステムとの対話 によ り得 られ た、相談者の情 報(会 社名、相談者名、所在地、

電話番号、業種、従業員数、資本金 、事業場所、金額、期間)が 設定 され るフ レームであ

る。 これ は、一種の作業用 フレームであ る。

添付資料1-8に 相談者情報 フ レームの構造を示す。

一24一



4.3モ デル システムの機能

4.3,1制 度 選 択 機 能

相談窓 口で は、窓 口担 当者が相談者 と対話す る中で、企業規模(業 種、従業員数、資本

金)、 事業場所、相 談内容(資 金使途、借入 目的、借入金額、返済期間)な ど制度を絞 り

込むために必要な情 報を獲得 し、適用可能な制度を選択す る。

モデル システムで は、前述 した企業規模、事業場所 、相談 内容を得 るための質問 と、必

要最小限の制度固有 の条件 に関す る質問を行い、その回答 を知識ベースで判断 しなが ら
、

適用可能 な制度を絞 り込んで い く。

融資制度 を絞 り込 んでい く過程について、推論の流 れ と入 出力データの流れ を図3-2

に示す。

〈知識ベース〉 推論の流れ 中間結果

・入力情報

推論開始

〈企 業 情 報 フ レーム 〉 一→

・業種

・従業 員数

・資本 金

企業規模による判断

〈事 業 場所 フ レー ム 〉 一→

・事業 場 所

事業場所による判断 〈企業条件可能制度〉

〈借入 目的 フ レー ム 〉 一一一→

・資金 使途

資金使途の判別

〈借入 目的 フ レーム 〉 一 →

〈 シソー ラス 〉 一一→

・相 談 目的

目的による判断

〈融 資 制度 フ レーム 〉 →

〈固有 質問 フ レー ム 〉 一→ 制度 固有 条件 に よ る判断

・Yes/No

〈融資 制 度 フ レー ム 〉 一→

・借 入 金額

・借 入 期 間

一

制度固有条件による判断(

冒

金額 ・期間による判断

↓

⑧

〈借入目的可能制度〉

↓AND

〈企業条件 ・借入目的可能制度〉

〈準利用可能制度 〉

〈利用可能制度〉

図4-2推 論の流れと入出力デー タの流れ
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中間結果の各々は、以下に示す融資制度の集合である。

*企 業条件可能制度 … 企業規模、事業場所による判断を行い、導出された制度群

*借 入目的可能制度 … 目的による判断を行い、導出された制度群

*企 業条件 ・借入目的可能制度 … 企業条件可能制度と借入目的可能制度に属する制度

群(企 業規模、事業場所、目的を条件として満た したもの)

*準 利用可能制度 ・… 企業条件 ・借入目的可能制度を基に制度固有の条件による判断

を行い導出された制度群

*利 用可能制度 ◆◆◆・・準利用可能制度を基に金額 ・期間による判断を行い、導出され

た制度群

次に、推論の流れについて詳細を示す。

①企業規模による判断

～

業種の選択

1

従業員数の入力

資本金の入力

～

業種 、従業員数 、資本金の3つ の判断項 目について質 問 ・

応答を行 い、企業情報 フ レームの知識 を使 って融資制度 の適

用可能 性を判断す る。

業種 は工業、卸売業、小売 ・サー ビス業の3種 類の中か ら

選択 し、従業員数及び資本金 は値(人 数、金額)を 入力す る。

②事業場所による判断

事業場所の選択

相談者(中 小企業者)の 営む事業場所によって、取扱機関

に制限の生ずる場合があるたあ、事業場所フレームの知識を

使って、事業場所による融資制度の適用可能性を判断す る。

事業場所は名古屋市内、愛知県内、その他の地域の3種 類

の中か ら選択する。例えば、名古屋市外に事業場所を有する

方が名古屋市で取り扱 う融資制度を利用す ることはできない。
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③資金使途の判別

資金使途の選択

受けようとする資金を設備資金として利用するのか、ある

いは運転資金 として利用するのかを判別する。

資金使途は設備資金、運転資金のどちらかを選択する。

④目的による判断

A、 〆

入力語の検索

日常用語から

行政用語への展開

目的の確認

関連 目的の導出

リンクの整合

目的に該当する

融資制度の導出

'げ

相談者の相談内容か ら抽 出 した言葉 を入 力語 と し、カテ ゴ

リシソー ラスを使 って入力語 を検索す る。

次 に、入力語か らカテゴ リシソーラスと融資 目的 シソー ラ

ス とを結ぶキーワー ド(接 点)を 検索す る(日 常用語か ら行

政用語への展 開)。

さらに、キーワー ドか ら関連す る融資 目的 シソーラス上 の

目的を検索 し、その 目的にっ いて確認の質問 を行 う。

その 目的か ら考え られ る別の 目的を調べ るため に関連 目的

の導 出を行い、同 じよ うにその 目的につ いて確認の質問を行

う。

導 出された 目的が正 しければ、融資 目的 シソーラスか ら借

入 目的 フ レームへの リンクが正 しいかど うかを確認す る。 な

お、融資 目的 シソーラスと借入 目的を結ぶ リンクには3種 類

(導入 ・運転 ・製造)あ り、相談者 の動機付 けにより分け ら

れて いる。例えば、近代化 を行 うために設備を導入 したい、

資金繰 りを行 うために運転資金 と して融資を受 けたい、あ る

いは何かを製造す るために融資を受 けたいといった動機付 け

がある。

リンクが正 しければ、借入 目的 フレーム に記述 されてい る

融資制度 を借入 目的可能制度 とす る。

具体的に知識ベースをtcど ってい く過程を図4-3に 示す。
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⑤制度固有条件による判断

No臨 条件がある?

Yes

制度固有条件

(質問)の 確認

1

同一内容の質問

に値を設定

上

企業規模、事業場所、借入目的で適用可能 と判断され

た制度群(企 業条件 ・借入目的可能制度)に ついて、融

資制度フレームの知識から個々の融資制度に関する固有

条件の有無を調べる。

条件がある場合、該当する固有質問フレームの知識を

使 って応答を行い、その制度の適用可能性を判断す る。

また、固有質問フレーム間の包含 ・排反関係の情報に

基づいて、他の固有質問フレームの値を設定する。 この

ようにして、値の設定された固有質問は発行されない。

⑥金額 ・期間による判断

T

金額の入力

1

期間の入力

⊥

最終的に融資制度が利用可能であるか否かの判断は、その

制度に規定されている融資限度額及び融資期間による判断を

行わなければならない。ここでは、相談者の希望す る借入金

額及び期間を質問 し、融資制度フレーム(地 域産業政策情報

データベース)の 知識を使 って金額及び期間が適合す るか否

かを判断する。

「制度選択機能」 は基本 的にプロダクシ ョンルールによって記述 して いるが、 プロダ ク

シ ョンルールによる実現が困難 と思われ る処理 にっいて は、エ キスパ ー トシェルが用意 し

ているAPI(他 言語 イ ンターフェース)を 使 ってC言 語で記述 している。他 の機能にっ

いては、APIを 使 ったC言 語 による記述で実現 している。APIは エキスパ ー トシェル

が管理 して いる知識 ベースの内容 を参照す る部分や、推論機構全体の制御(推 論の開始や

知識ベ ースの リセ ッ ト等)に 使用 している。

一29一



4.3.2適 用評 価 機 能

「制度選択機能」で選択された利用可能制度、準利用可能制度、ア ドバイス制度(4.

3.3ア ドバイス機能参照)に っいて、相談者に適する順に制度を並び換える。

相談者の立場から制度を評価す る場合、制度間の比較材料としては利率や制度利用難易

度(申 込手続 きや融資政策等)な どが考え られるが、コンサルティングシステムが相談者

に適合する制度の紹介を目的としていることか ら制度利用難易度は考慮 しないものとす る。

また、利率は低い順とする。

適用評価は、その対象制度(利 用可能制度、準利用可能制度、ア ドバイス制度)に っい

て融資制度番号と資金使途をキーとして融資制度フレームから個々の制度の利率に関する

情報を獲得 し、その値に基づいて昇順に並び換えを行 う。

図4-4に 適用評価機能のイメー・一ジを示す。

図4-4適 用評価機能 イメージ

制度名

A制 度

D制 度

X制 度

K制 度

ソー ト前

利 率

6.6

6.0

5.6

7.5

⇒

制度名

X制 度

D制 度

A制 度

K制 度

ソー ト後

利 率

5.6

6.0

6.6

7.5

4.3.3ア ドバ イ ス機 能

相談者から入手 した条件のいずれかを変更 した場合に、適用可能となる制度について制

度名及び変更する条件を提示する。

ア ドバイスを行うに当たり変更可能な条件を選定することが問題となるが、システムか

らの質問項 目は、企業情報、借入 目的、借入条件(借 入金額及び借入期間)の3つ に大別

できるが、一般的には借入条件 しか変更することができない。 したがって、借入条件であ

る借入金額又は借入期間が該当しない制度にっいてア ドバイスを行 う。(借 入金額又は借
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入期間が条件を満た さない制度をア ドバイス制度 と呼ぶ。)

図4-5に ア ドバ イス制度の選定 フローを示す。

図4-5ア ドバイス制度の選定 フロー

準利用可能制度 利用可能制度 ア ドバ イス制度

まず、 ア ドバ イス機能 は図4-5に 示 したように 「制度選択機能」で選択 された準利用

可能制度か ら利用可能制度を除 いた差分をア ドバイス制度 と し、 それを 「適用評価機能 」

によ って利率の低 い順 に並び換えて制度名、取扱機 関、利率な どを一覧表示す る(図4-

6)。 次 に、一覧 表示か ら番号 を指定す ることによ り制度の詳細情報 と、どdi
.条件が適合

しなか ったのかを克服条件 と して表示す る(図4-7)。

図4-6ア ドバ イス制度の一覧表示

メニュー====二

罰用 可能鴇渡 の表示
ア ドバイス制度の表示
適用制度(準 利用可能制度)間 の止t鮫

結果説明
結果角郡蒜冬了

どの操作を行ないますか?

次のよ うな借腹 が 借入金額や期間を再検討することで痢用 可能です。

融資事蹟 名

中小流通業活性化資金貸付
商工業振興資金/通 常

商工業振興資金/通 常
「 般事業資金

備考:市 …名古屋市、県…愛知県、県市…愛知県/名 古屋市

中小…中小企業金融公庫、国民 ・国 民金融公庫
利率の単位はパーセン ト

制度の詳細を出力 しますか?(Y声)

設備国民
設備 県市

市
運転 県市
運転 市
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図4-7克 服条件の表示
、.y

対象 とする融資制度の番号を選択 して下さい(全ての場合:'A')1,2

一
鮒　噸監

瀞
蹴
続けますか?(Y/N)

艦一瓢

y

商工茎振興資金/通 常

臓
1500フ真弓 く=克服条件
7.0年

6.7%

愛知県/名 古屋市

締 寸ますか?(yA)n

4.3.4適 用制度間比較機能

相談者が窓口担当者に対 して回答する借入金額や借入期間は、1つ の目安であり確定 し

た ものではないことがある。

システムでは、準利用可能制度(企 業情報、借入 目的及び固有条件が該当した制度)各

々の融資金額、融資期間、利率にっいて容易に比較でき、相談者がより広範な制度の中か

ら希望するものを選択できるように一覧表示を行う。一覧表示を行 う場合、融資金額及び

融資期間は降順、利率は昇順に並び換える。

適用制度間比較機能は、 「制度選択機能」で選択された準利用可能制度にっいて、制度

番号と資金使途をキーとして融資制度フレームか ら個々の制度の比較対象項目(金 額、期

間、利率のいずれか)に 関する情報を獲得 し、その値に基づいて比較を行う。そ して、比

較結果について制度名、取扱機関、比較対象項 目などを一覧表示す る(図4-8は 期間に

よる比較結果)。 この一覧表示か ら番号を指定することにより、制度の詳細情報とア ドバ

イス制度については克服条件を表示する(図4-7参 照)。
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図4-8期 間による比較結果

一_ユ 一 一

桃 金額による比較
P.臭腐 による比咬

R.利 率による比咬
a.制 度間比較終 了

どの操作を行ないますか?p

期間による比較結果(*は ア ドバイス制度)

.融 資制 度名N 使途 機関 期間
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鷺
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鶏
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瓢
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瓢
鑛
響
轟
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備考:市 …名古屋市、県…愛知県、県市…愛知県/名 古屋市
中小…中小企業金融公庫、国民 ・国 民金融公庫
期間の単位は年

額渡の詳細を出力しますか?(yNn

4.3.5推 論過程蓄積 ・表示機能

システムは、制度 を絞 り込んでい く過程で必要 とな る質問を利用者に対 して行い、その

回答を知識 ベースで処理す ることによ り適用可能な制度 を選択 して い く。

本機能 は、 「制度選択機能」で行われ る推論過程を蓄積 し、利用者の必要 に応 じて推論

の説明(制 度の選択理 由な ど)を 表示す ることにより、 システムによるコンサルテ ィング

結果を説 明 したり、 システム管理者が知識ベースやデータベ ースなどの メンテナ ンスを行

う時 に、整合性のチ ェックをす ることがで きる。

(1)推 論過程蓄積

制度を絞り込んでい く過程や利用者との対話、結果及び中間結果を相互に関連付けなが

ら蓄積する。その情報は次のとおりである。

①企業情報(業 種、従業員数、資本金、事業場所)

②入力語(導 入、製造、運転の各々の質問に対するもの)
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③関連 目的

④質問 ・応答(融 資目的の確認、固有条件の確認)

⑤借入条件(金 額、期間)

⑥中間結果(企 業条件可能制度、借入目的可能制度、企業条件 ・借入目的可能制度、

準利用可能制度、利用可能制度)

⑦推論経過(入 力語と融資目的の関係、融資目的と借入 目的の関係、借入目的と融資

制度の関係)

(2)推 論過程表示

蓄積 した情報を使って、利用者の必要に応 じて次の内容を表示する。

・融資制度の利用可能性及び選択/棄 却理由の表示

・融資対象物件や目的間の関連性から見た融資制度の一覧

・借入目的か ら見た融資制度の一覧

・利用者の入力情報(質 問応答の過程等)

①制度説明の表示

借入目的可能制度に対 して制度名、資金使途、取扱機関、利用可能性を一覧表示す

る(図4-9)。 一覧から制度を指定することによって、その制度に関する以下の推

論情報を表示する(図4-10)。

・融資制度名及び融資制度番号、資金使途

・関連 した借入目的

・関連 した融資目的

・関連 した入力語(導 入、製造、運転の各々に対 して)及 び関連 目的

・固有条件

・融資限度額、融資期間及び利率

・取扱機関

・利用可能性
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図4-9借 入目的可能制度の一覧表示

F.宥 麗 克明の表示

U.利 用目的説明の表示
P.借 入目的言改t税目噺)表示
i'和 用者入力情報の表示
Q.結 果説明 終了

No.融資制度名

1.一/「 大型」」苫対聞まiE≧(活性…イヒ)

2.「般貸付

3.中小り1ぽ 舌性化特別貸付
4.一般貸付
5.先端枝術等育成資金/先 立端 綱開発 ・導入

7・経済環境適応資金/企嘉吉性化(情報化促進)

9.中小企業情報化促進資金貸付
10・経済環境適応資金/企業活性化(先端技術設備導入促進)

12.経済環境適応資金/企 業清 幽 ヒ'(樹桁・製品開発)
13・経済環境適応資金/企 業活性化(技 術 ・製品開発)
14.一般 貸付

15.「般貸付
16・商工業振興資金/通 常

17.「般事業資金
18.中小流通業活 性化資金貸付

19.商工⊇ 金/通 常
20.一般事業資金
21.纏斉董緬 資金/下 請中小企業対策

23.詫墓斉環境適応資金/下 書紳 小企業対策

25.斑[業pmtシ/,寺 男tl,j・口

26.商 工 業振 興資 金/持 屋1小口

使途 機関 可能性

語
談

瓢
瓢

設備 国民
県

設備 中小
県
県

運転 中小
運転国民
設備県市

市
設偏 固民
運転 県市

市
県

設備 中小
県

運転 中小
設備県市
運転 県南

能
能

可
可

翻
翻
篠

目的

備考:市 …名古屋市、県…愛知県、県南…愛知県/名 古屋市、

中小…中小企業金融公庫、国民・・国 民金融公庫
可能…利用可能、準可…準矛1用可能(借 入条件不適当)

企業…企業条件可能(固 有条件不適当)、 目的…目的可能(企 業条件不適当)

制度説日月の詳細を出力 しますか?(Y声)

②利用目的説明

借入 目的可能制度の各制度がどの入力語(導 入、製造、運転の各質問に対する入力

語)か ら導かれたのか、あるいはどの融資目的と融資目的の関連性によって導かれた

のかを制度名、資金使途、取扱機関、利用可能性 とともに表示する(図4-11 、図

4-12)。
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図4-10制 度の導出結果に対す る

詳細説明

ま 、?Y y

対象とする融資制度の番号を選択して下 さい(全ての場合:'A')5,18,21,25

艦難
竃
鵜

こ

先端技術等育成資金/先 端揃'蹴 ・導入(No・50)
投 晴一先端衝 ホ殻 備の導入,設備一情報関連機器の導入
マイクロプロセッサ ー応用機器の導入,情報関連 機器の導入
CAD,コ ンピュータ

設備資金
5000万 円
7.0年
6.2%

市内に事業所かあり、
名古屋市

利用可能

続けますか?(Y/N)y

要因〔導入)
(製造)
(運転)
(開運)

資金使途
金額
綱
利率
固有の条件
取扱機関
禾1用可能性

1年以上厨 一事業を営んでいますか

制度名:中 小流通業活性化資 金貸付(No・4170)
借入 目的1設 備.先端技術設備の導入,設備一大型店対策

融資 目的:
マイクロプロセッサー応用機器の導入,機械設備の取得 業務用事務機器の取得

CAD,コ ンピュータ

設備資金
500万 円
5.0年
6.0%

大規模店の事業の影響 を受ける地域で1年 以上同一事業を営んでい ますか

国民金融公庫
準率1用可能(借入条件不適当)

続けますか?(Y/N)y

図4-11 融資対象物件による

制度一覧

=ニ==1 ノ 　 　 　　 　ぽ、
_ユ ー ー ーー 一一

0.融 資対象物件による一覧表示

R・関連性による一覧表示
Q・利用目的税日原冬了

どの操作を行ないますか?o

入力語/融 資制度名 使途 機関 可能性

〈導 入 〉

>>コ ン ピュー タ

認斉環境適応資金/大型店対策資金(活性化)設 備 県 可能
一般貸付 設備 中小 可能

中小流通業活性化持屋1償付 ξ受備 中小 可能
「般貸付 設備睡眠 可能
先端技術等育成資金/先端技術開発 ・導入 設備 市 可能
先立鮪 特等育成資金/情報化促進 設備 市 可能
経済環境適応資金/企鶏香住化(情報化促進)設 備 県 可能
情報基盤貸付 設備 中小 可能
中小企業情報化促進資金貸付 設備国民 可能
経済環境適応資金/企業活性化(先端技術言鋼扁導入促進)設 備 県 可能
新事業・技術振興貸付/設 備 中小 可能
商工業振興資金/通常 設備 県南 準可
一般事業資金'設 備 市 準可

中小流通業活性化資金貸付 設備国民 準可
商工業振興資金/特男用・口 設備 県市 目的

>>CAD
一般貸付 設備 中小 可能

中小流選集活性化持男1蹟付 設備 中'」・ 可能

「般貸付 設備 国民 可能
先端樹特等育成資金/先端技術開発 ・導入 設備 市 可能
先端技術等育成資金/情報化促進 設備 市 可能
経済環境適心資金/企業活性化(情報化促進)設 備 県 可能
情報基盤貸付 設備 中小 可能
中小企業情報化促進資金貸付 設備国民 可能
き翻 意境適応資金/企業活性化(促 進)き 受備 県 可能
新事業 ・技術振興貸付/先端技術振興資金 設備 中小 可能

通常 設備県南 準可一般事業資金 設備 市 摩可

中小流通業活性化資金貸付 設備 国民 準可
商工業振興資金/特 男IH、口 設備 県市 目的

聯 轍.■ ■亭一ー一研,甲 特 研 一..,-M.,利MM,M-一,一 一,-M-,M樹 血止凸1糊 凸一一..MM間MMMM,利

備考:市 ・・名 古屋市、県…愛眼 、県市…愛知県/名 古屋市、
中小…中小企葉金融公庫、国民・・{到艮金融公庫

可能 ・利 用可能、準可 ・準 禾1用可能(借 入条件不適当)
企業・・企業条件可能(固 有条件不適当)、 目的…目的可能(企 業条件不適当)

1

一36一



図4-12目 的間の関連性 による制度一覧

_ユ 一 一 ーー 一 一

0.融 資対象物 件による一覧表示
R.関 連性による一覧表示

Q.利 用目的説8月終 了

どの操作を行ないますか?r

入力語or融 資目的 … 〉関連融資目的/融 資制度名 使途 機関 可能性

醗鋼線酬噺歎蹴㎜織鵠
馴

ク

ビ

D

イ

ン

A

マ

コ

C

>

〉

〉

>

一「般貸付
一般貸付

経済環境適応資金/企業活性化(技}荷・製品開発)
経済環境画δ資金/企業活性化(技術・製品開発)
「般貸付
「般貸付
商工業振興資金/通常
「般事業資金
一
一般事業費金

諾王難離 籍1網
〉>新技術 ・新製品の開発 一一一 段尉 受資、技術開発 経営改善努力
〉マイクロプロセッサー応用機器の導入
「般貸付
「般貸付一般貸付
一般貸付

商工業振興資金/通常
一般事業資金
一
「般事業資金
経済環境適応資金/下請中小企業対策
下請対策貸付
経済環境適応資金/下請中小企業対策
下ξ高社策貸付
高]二鱗 金!/キ寺男|♪」・口
証[SCW/Af≧!/‡寺男1),js口

設備 中小 可能
設備 国民 可能
設備 県 可能
運転 県 可能
運転 中小 可能
運転国民 可能
設備県市 準可
設備 市 準可
運転県市 準可
運転 市 準可
設備県市 目的
運転 県市 目的

設備 中小 可能
設備 国民 可能運
転 中小 可能

運転国民 可能
設備 県市 準可
設備 市 準可
運転 県市 準可
運転 市 準可
設備 県 企業
設備 中小 企業運
転 県 企業

運転 中小 企業
設備 県南 目的運
転 県市 目的

備考:市 …名古屋市、県…愛知県、県南…愛知県/名 古屋市 、
中小…中小企業金融公庫、国民叫国民金融公庫

可能 ・孫1用可能 準可…準利用可能(借 入条件不 適当)
企業・・企 業条件可能(固 有条件不 適当)、 目的…目的可能(企 業条件不適当)

1

③借入 目的記述説明

借入目的可能制度の各制度が、借入目的フレームのどのような関係(階 層)に よっ

て定義されているのかを制度名、資金使途、取扱機関、利用可能性 とともに表示す る

(図4-13)。

④利用 者入力情報

コ ンサルテ ィングを行 った際にシステムとの質問応答が行われ るが、 その内容を表

示す る(図4-14)。 表示項 目は次 の とお りであ る。

・企業規模(業 種、従業員数、資本金)

・事業場所

・導入、製造、運転の質問に対する入力語とその関連性

・融資目的の確認に関する質問応答

・固有条件の確認に関する質問応答

・借入条件(金 額、期間)
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図4-13借 入 目的記述説 明

_ユ 一一 ー 一 －

F・制度説明の表示

U・利用目的説明の表示
P・借入 目的記述説日月の表示
1・利用者入力情報の表示

Q.結 果説明終了

どの操作を行ないますか?P

借入目的階層/融 資制度名 使途 機関 可能1生
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設備 県 可能

設備 中小 可能

設備 中小 可能

設備国民 可能

設備 市 可能

設備 市 可能

図4-14利 用者入力情報の

表示

_ユ ー … －

F.制 度説明の表示
U・利用目的説明の表示

P.借 入目的言i醐 字)表示
L利 用者入力情報の表示 一.
Q.結 果説明 終了

どの操作を行ないますか?

企業情報
{業種]小 売 ・サービス業

[従業員数]3人
[資本金]500万 円

[事業場所]名 古屋市
入力語

(導入)コ ンピュータ,CAD

Q&A
隔虫資 目的]
コンピュータの導入は、シ ョッピングセンターの入居留浦の取得と してですか?=>no
コンピュータの導入は、セルフサ ービス店の取得としてですか?=>ne
コンピュータの導入は、綿 業団地に入居するための設備の取得 としてですか?=>no

コンピュータの導入は、省力化 ・効率化等生産 性の向上を図 るためですか?ニ ニ>yes
コンピュータの導入は、事務合理化 販売促進を図るためですか?=>yes
コンピュータの導入は、仕入配送施設の取得としてですか?=>no

コンピュータの導入は、事務処理を行う施設の取得 としてですか?=⇒no
コンピュータの導入は、集配 センターの取得及び改造を行 うためですか?ニ ⇒no

CADの 導入は、 リースによる貸与で行 ないますか?⇒no
CADの 導入は、書損司こより購入 しますか?ニ=>no
マイクロプロセッサ ー応用機器の導入は、新技術 ・新製品の開発を行ないますか?=>yes

新技術 ・新製品の開発は、設備投資、樹 欄 発又は経営改善の努力を行うためですか?=ニ>yes
マイクロプロセッサ ー応用機器の導入は、新規に開業するためですか?⇒no

業務用事務機器の取得は、新規に開業するためですか?==>no
l櫟 ‖連機器の導入は、新規に開業するためですか?==>no

[固有条件1

耀 無 慮耀 饗 遷 違 異,麟 用の電気糎 螢ですか,一・・。
市内1こ事業所があり、1年 以上同一事業を営んでいますか?=>yes

借入条件
[借入金額]3500万 円

[借入期間]5.0年
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4.3.6知 識 ベ ー スの メ ンテナ ンス機能

モデル システムで使用す る知識ベース(図4-1)の 一部 は、専用に開発 した知識ベー

スエデ ィタを使 って入力及びメ ンテナ ンス作業 を行 う。

知識 ベースは、前述 した ように幾つかの知識 モジュールで構成 され、各々が異 な った構

成要素、記述内容 、表現形式 とな っているため、知識 モジュール毎 に編 集機能 を持つ。

モデル システムが備 える知識ベ ースエディタで は、次 にあげ る知識モ ジュールの編集を

行 うことがで きる。

・カ テ ゴ リシ ソ ー ラス

・融 資 目的 シ ソ ー ラス

・借 入 目的 フ レーム

これ らの知識モ ジュールに対 して、知識を生成、削除、更新、一覧 した り、知識 の整合

性 をチェ ック した り、知識 の階層構造や知識の内容 を表示す る。

①生成

対話 によ って知識 の構成要素の値 を獲得 し、新たな知識 を生成す る。知識 モ ジュールに

よって構成要素、記述 内容が異な っているため、生成の対象 とな る知識 モ ジュールによ っ

て対話 の内容が異 な る。図4-15は 、 カテ ゴ リシソーラス編集 による知識 の生成の例で

あ る。

図4-15カ テゴ リシソーラス編集による知識の生成の例

また、図4-16は 図4-15の 例 による知識の生成の内部表現で ある。図のよ うに、

生成対象のオブ ジェク ト(電 子計算機)と 既 にある他のオブジェク トとの リンク(事 務機

器、情報関連機器の導入への リンク)を 生成す る。 この例では同義語(コ ンピュータ)を

定義 してお り、その同義語が知識に存在 していなかったため、同義語 も新 たな知識 として

同時 に生成 される。
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図4-16生 成の様子(カ テゴ リシソー ラス編集の例)

融資 目的

業務用事務機器 情報関連機器
の取得 の導入

カテ ゴ リ

電気機器

融 資 目的

業務用事務機器 情報関連機器
の取得 の導入

カテ ゴリ

ー 電気機器

同義 語 1一
コ ン ピ ュ ー タ

②削除

削除 したい知 識の名称を指定す ることによって、知識ベース(特 定知識モ ジュール)か

ら該 当知識 をノー ド単位で削除す る。 図4-17は 、 カテゴ リシソー ラス編集 によ る知識

の削除の例である。

図4-17カ テゴ リシソーラス編集 による知識 の削除

=ニニ=テ リシ ソ ーラ ス ・'エ1====

肖!P余したいオ ブジ ェク トの語彙 は?事 務 機器

===オ ブ ジェ ク ト 〈事務 機器〉の削 除===

N.ノ ー ド単 位

S.サ プ ノー ド単位

o.肖lo余中止

どの単位 で肖!0余しますか?n

また、図4-18は 図4-17の 例 による知識の削除の内部 表現で ある。図のよ うに、

削除対象 のオ ブジェク ト(事 務機器)と 他のオブ ジェク トとの リンク(電 気機器、業務用

事務機器の取得 との リンク)を 削除す る。 さらに、削除によ って影響を受 けるオ ブジェク

ト(複 写機、電子計算機)に 対 して、 リンクの付 け換え(複 写機 と電気機器、電子計算機

と電気機 器、電子計算機 と業務用事務機器の取得 の間の リンク)な どの操作 も行 う。

図4-18削 除の様子(カ テゴ リシソーラス編集の例)

融資 目的

業務用事務機器 情報関連機器
の取得 の導入

カテ ゴ リ

電気機器

融資 目的

業務用事務機器 情報関連機器
の取得 の導入

カテゴリ

ウ 電気機器
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③更新

更新 したい知識 の名称 を指定す ることによって、更新 の対象 となる知識 を構成す る要素

を呼び出 し、内容 を確認 しなが ら対象知識の対象要素を更新す る。更新要素 のメニ ューは、

知識 の生成 と同様 に知識 モジュールによ って異 なる。図4-19は 、カテ ゴ リシソーラス

編集による知識 の更新の例であ る。・

図4-19カ テゴ リシソーラス編集 による知識 の更新の例
一ーーー ア リ シ ソ ー フ ス ・ ジ ェ

更新したいオブジェクトの語彙は?電 子計算機

=ニ=オ ブジ エ ク ト 〈電子 計算機 〉の更 新==ニ ニ

N

l

P
n
U

Q
V
O

8吾彙
カテゴリ親
融資目的参照
同義8吾
オブジェクト内容表示
更新終了

どの要素を変更 しますか?r

綱 オブジェク ト 〈電子計算機〉の現在の融資目的参照:

ニ==オ ブジェクト 〈電子計算機〉の融資目的参照更新=ニニニニ

0.肖1腺
A.追 加
0.更 新終了

どの操作を行ないますか?a

追加する融資目的参照は?業 務用事務機器の取得
㈱ オブジェク ト 〈電子計算機〉の現在の融資 目的参照:情 報関連機器の導入,業務用事務機器の取得

また、図4-20は 図4-19の 例による知識の更新の内部表現であ る。図のよ うに、

更新対 象のオブジェク ト(電 子計算機)か らリンクす るオ ブジェク トを変更す る(業 務用

事務機器の取得への リンクの追加)。 さらに、更新 にょ って影響 を受 けるオ ブジェク トに

対 して、削除同様 リンクの付 け換えなどの操作 も行 う。

融資 目的

図4-20更 新の様子(カ テ ゴ リシソーラス編集の例)

融資 目的

業務用事務機器 情報関連機器
の取得 の導入

一

業務用事務機器 情報関連機器
の取得 の導入
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今 までに述べた生成、削除、更新処理で はオブ ジェク ト間の リンクの操作が行われ るが、

知識ベースエデ ィタは、 この時に幾 つかの リンクの制約条件 に対す るチ ェ ックを行 う。 ま

た、 同一名称の知識が全知識(全 知識 モ ジュール)に 唯一 となるよ うにす る(エ キ スパ ー

トシェルによる制約)チ ェックも行 う。 リンクの制約条件 には、次の ものがある。

a.リ ンクの二重定義 の禁止

既に リンクの張 られているオ ブジェク ト(知 識)間 には リンクを張 ることはで きな

い(エ キスパー トシェルによる制約)。

b.リ ンクの ループの禁止(図3-21(a))

同一知識 モジュール内での リンクのループは禁止す る。

c.リ ンクの ショー トカ ッ トの禁止(図3-21(b))

リンクを辿 ることによって到達で きるオブ ジェク ト(知 識)間 を直接結ぶよ うな リ

ンクは禁止す る。

図4-21リ ンクの制約条件

(a)リ ンクのループの禁止 (b)リ ンクの シ ョー トカ ッ トの禁 止

㌧
④一覧

各知識 モ ジュールに含まれ る知識 の名称 を一覧表示す る。

⑤内容表示

各知識モ ジュールの階層構造を表示 した り、指定 した知識の構成要素の値(内 容)を 表

示す る。生成、更新 と同様 、知識の階層 構造、構成要素の内容 は知識 モ ジュールによって

異 なる。図4-22は 、カテゴ リシソー ラス編集 による階層構造の表示の一部 である。

また、図4-23は 、カテゴ リシソー ラス編集 によ る知識の構成要素の 内容表示で あ る。

⑥情報表示

知識 モ ジュールに含まれ る知識の数 や、知識間の リンク情報(平 均 リンク数 など)、 特

定知識の リンク情報(他 のオ ブジェ ク トとの リンク数やサブノー ドを構成す るオ ブジェク

トの数な ど)を 表示す る。 これ も知識モ ジュール によ って表示す る情報 は異な る。
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図4-22カ テゴ リシソー ラス編集による階層構造の表示の一部

一 力テゴリシソーラス表示===

R.階 層表 示[基 準:ル ー ト]

A.階 層表示 〔基準1任意]

0.オ ブジェク ト内容表示
o.終 了

どの操作を行ないますか?a

中心オブジェクトの語彙は?電 子計算機
上位方向に何階層表示しますか?2
下位方向に何階層表示しますか?2

〈電子計算機〉を中心としたカテ ゴリシソーラスの階層

汎例*:前 こ出現 しているもの
@:融 資目的を参照 しているもの

電気機器 く=醜 機器 く=eカ ー ド関連機器 く=@カー ドリーダ
〈=eカ ー ドライ タ

〈=e信用照会端末機

〈=@カ ー ド発行機

〈=@紙幣選兄幟
<=@貨 幣溜男1膿

〈=σワー ドプ ロセ ッサ

〈=鰯 戦 くニeデジタルフ ァクシミリ
く=e図面頗写機

く=◎〈電子計 算機 〉<=ハ ー ドウ ェア

〈=計算機利用システム 〈=CAl

〈=CMl

〈=@NC工 作 機

くニ@CAD

〈=@CAM

くニ@POSシ ステム

<=eソ フ トウ ェア

〈=鰭十算機周辺装置 く二人出力装置
<ニ@オフライン装置

〈=磁気カード装置
〈=記憶装置

〈=@伝送用装置
〈:働葡末装置

く=デジタル計算機 く=@紙枚数計算機

<=専 用計算機 く=希1脚用計算機
<=機 上計算機

〈=知 能ロボ ッ ト

〈=eオ フ ィス コンピュ ータ

図4-23カ テ ゴ リシソーラス編集 による知識の構成要素の内容表示
==ニ=カ テ ゴリシ ソーラ ス表示 二==

R・階層 表示{基 準:ル ー ト】

A・階層表示 曝 準:任意1
0.オ ブジェク ト内容表示

o.終 了

どの操作を行ないますか?o

表示オブジェクトの語彙1コ?電 子計算機
オブジェク トの内容は次の通 りです.

語彙 電子計算機
カテゴリ親 事務機器

融資目的参照 情報関連機器の導入,業務用事務 機器の取得1司義
語 コンピュータ

⑦知識のダ ンプ

知識モ ジュールの階層や、知識モ ジュールに含まれる全知識の構成要 素を ファイルに書

き出す。 書 き出 された内容 は、端末上、あるいはプ リンターに出力 して紙 の上で内容の確

認(メ ンテナ ンス作業の一部)を 行 うことがで きる。
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4.3.7デ ー タベ ー ス検 索 機 能

固有条 件 によ る判断 や借入 条件(金 額 、期 間)に よ る判 断 を行 った り、制度 の詳細 を表

示 す る時 に対 象 とす る制度 の融 資制度 番号 と資 金使 途 を キー と して 、制度 名 、 資金使 途 に

応 じた融資金 額 と融 資期 間、利 率、 固有 質問 フ レー ム名、 取扱 機関 な どの デ ー タを獲 得 す

る(こ の と き、獲 得 した デ ータか ら融 資 制度 フ レームを生 成す る)。

図4-24に デ ー タベ ー スの検索 フロー を示す 。

図4-24デ ー タ ベ ー ス の 検 索 フ ロ ー

検索 キー
・融資制度番号

・資金使途 一
詳細内容
・制度名

・融 資金額

・融 資期 間

・利 率

・固 有質 問 フ レーム名

・取 扱機 関

一

地域産業政策情報

データベース
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4.3.8オ ンラ イ ンネ ッ トワ ー ク機 能

ホス ト機 と別 に設置 された端末機 とを公衆回線で接続 し、遠隔地 での コンサルテ ィング

を可能 とす る。

運用形態 と して、次の2っ の方式を可能 とす る。

(1)直 接操作方式

端末機か ら直接データのや りとりを行 う。 この場合、入出力は端末機 に対 して行

われ、 コンサ ルティ ング処理 はホス ト機で行 われる。

(2)オ ペ レータ操作方式

端末機か らは直接入力操作は行わず、ホス ト機を操作する人(オ ペ レータ)に 対

して電話などで入力指示を行う。ホス ト機で入出力、コンサルティング処理が行わ

れるが、出力とホス ト機に対する入力状況は端末機にも表示 される。

今回、オ ンライ ンネ ッ トワー ク機能の開発を3段 階で捉え る。 図4-25に その形態を

示す。

①第1段 階:RS-232Cに よる直結

ホス ト機 と端末機をRS-232Cケ ーブルで直接っな ぐ。

②第2段 階:公 衆回線による接続

一般公衆回線を利用 し
、ホス ト機と公衆回線の間にモデムを接続 し(端 末機と公

衆回線の間は、必要に応 じてモデムを接続)、 遠隔地操作を行 う。別回線で音声(

通常の電話による会話)の やりとりを行うことで、オペ レータ操作方式となる。

③第3段 階:INS回 線による接続

INS回 線を利用す ることで、同一回線上でデータと音声のや りとりがで きるた

め、オペ レータ操作方式 をとる場合、一般公衆 回線 による接続 に比べて コンパ ク ト

にな る。

モデル システムで は、第2段 階 まで実現 して いる。 なお、通信手順 は無手順(TTY手

順)と す る。
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図4-25ホ ス ト機 と端 末機 との接続形態

第1段 階

ホ ス ト 端 末
RS-232C

司)
デ ー タ

↓
第2段 階

ホ ス ト
一 般 公 衆 端 末

o

　
o

↓
第3段 階

ホ ス ト
NSボ ー ド

lNS 端 末

⊂D デ ー タ 、 音 声
c… ・…⊂ ⊃

4.3.9入 出 力機 能

入 出力データの画面制御や コー ド変換などは、端末側で使用す る通信 ソフ トウェアでそ

の機能を持 って いるため、本 システ ムで は特 に入出力機能 と して開発 は行わなか った。
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4.3.10そ の他 の 機能

(1)入 力方法のヘルプ

導入 、製造、運転 に関す る質問 と、融資 目的の確認、固有条件の確認 に関す る質 問に対

して、答 え方を必要 に応 じて表示す る。質問に対 して,?,を 入力す ることによって表示

され る(図4-26)。

図4-26入 力方法のヘルプ機能

何を導入しますか?(具 体的な名称創/U/?/C)?

泳口中申・白ll.1`中口1`申占一ーーーーーー ーー一
*具 体的に導入する設備名などを入力 して下さい。 ぱ
*複 数の場合 ま半角カンマ(,)で区切って下 さい。 業*(例

:コ ンピュータ,CAD)氷
*導 入しない場合は、'陣を入力 して下 さい.*
*導 入するかどうか分からない場合は、'げを入力 して下 さい。 水
氷今までの入力語を確認 したい場合は、'eを 入力 して下 さい。*
lll口M-,,.,研 一.一一 ーーーー一.一 ー ー一

(2)入 力語の履歴表示

導入、製造、運転 に関す る質問に対 して、今までに入力語 と して何を答えたかを必要に

応 じて表示す る。質問に対 して,c'を 入力す ることによって、各 々の質問(導 入、製造、

運転)に っ いての今 までの入力語が表示 され る(図4-27)。

図4-27入 力語の履歴表示

"情綱 連機器の導入"にともない
、他 こ何を製造 しますか?(具 体的 な名称mu/U/?/C)C

=現 在のまでの入力語*蹴

(導入):コ ンピュータ,CAD
(製造):lC

(運転):
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4.4モ デル システムの実行例

次のよ うな相談者 を設定 した場合のモデル システムの実行例 を示す。

相談内容 今まで勤めていた卸売問屋から独立をするAさ ん。

開業するにあたり自動包装機とワープロを導入 したいが、どのような制度が

利用できるので しょうか。

企業情報

業種:卸 売業

従業員数:5人

資本金:300万 円

事業年数:愛 知県東海市

借入条件

金額:600万 円

期間:3年

その他

事業年数:0年

以下、実行例。

・ フ。イナ ンス.ア ドバ イザ.へ よ う.そ:

ニW,1,。 。,t。FINANCEADVISER:

次 の中か ら行 ないた い操作 を選 択 して下 さい 。

1.コ ンサル テ ィング

2.知 識 のメ ンテナ ンス

Q.終 了

==>1

==・ニニ コンサル テ ィング ・メ ニ ュ一 二==

C.コ ンサル テ ィング

R同 一相談 者に対す るコンサルテ ィング

A.結 果解析

L.コ ンサル テ ィング結果の ロー ド

&コ ンサル テ ィング結 果の セーブ

N.NEXPERTOBJECT走 醐

Q.コ ンサル テ ィング終 了

どの操作 を行 な います か?c
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・ このシステムは、あなたの相幽 こ沿った融資制度の紹介 を行ないます.・

・的確な融資制度を紹介するために、幾つかの質問についてお答え下さい..

◆なお、あなたの情報は、本システムの運用以外に用いられることはあ りません。 ・

.… ■◆⇔ ・.⇔ ●■■●■●■●■■■⇔ ⇔ ■■■■i■◎""""i■ ●●■■■⇔"⇔ ■●■●●■■■⇔ ■■....◆........

相談者の登録を行ないます。次の質問にお答え下さい。

会社名 卸売問屋

相談著名Aさ ん

所在地 愛知県東海市

電話番号32-3692

企業規模、および事業場所についてお答え下さい.

業種(1.工 業2.卸 売業3.ノ1・売 ・サービス業):2

従業員数(単 位:人):5

資本金 《単位:万円):300

事業場所(1.名 古屋市内2.愛 知県内3.そ の他の地域):2

必要な資金は次の どちらですか?

1.設 備資金 『

乙 運転資金

==>1

今回の相談内容について、質問にお答え下 さい。

何かを導入するためですか?(具 体的な名称/N/U/?/C)自 動包装機 ワープロ

自動包装機の導入は、事務合理化、販売促進を図るためですか?(Y/N/U/?)y

"・ 〈ワープロ〉は 〈ワー ドプロセ ッサ〉の同義語です。

ワープロの導入は、事務合理化、販売促進 を図るためですか?(Y/N/U/?)y

("ワープロの導入"は"情報関連機器の導入"に展開されました。)

業務用事務機器の取得は、何かの資金操りをするための運転資金ですか?(具 体的な名称/N/U/?/C)h

("業務用事務機器の取得"は"新規開業"と関連があ ります。)

業務月俸 務機器の取得は 、新規に開業するためですか?(Y/N/U/?)y

新規開業は、何かを製造するためですか?(具 体的な名称/N/U/?/C)n

("新規開業"は"店舗新設 ・増改案'と関連があります。)

新規開業は、店舗の新築 ・増改築のためですか?(Y/N/U/?)y

店舗新設 ・増改築は、何かの資金操 りをするための運転資金ですか?(具 体的な名称/N/V/?/C)n

("新規開業"は"テ ナント保証金の取得"と関連があります。)

新規開業は、テナント保証金(入居保証金、建物協力金及び敷金等)を 必要としますか?(Y/N/U/?)n

情報関連 機器の導入は、何かの資金操 りをするための運転資金ですか?(具 体的な名称/N/U/?/C)n

情報関連機器の導入は、何かを製造するためですか?(具 体的な名称/N/U/?/C)n
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("情報関連機器の導入"は"新規開業'と関連があ ります.)

情報関連機器の導入は、新規に開業するためですか?(Y/N/U/?)y

新規開業は、何かを製造す るためですか?(具 体的な名称/N/U/?/C)n

融資制度固有の質問にお答え下さい。

大規模店の事業の影響を受ける地域で1年 以上同一事業を営んでいますか?(Y/N/U/?)n

現在勤務 している中小企業と同一事業を県内で新たに営みますか?(Y/N/'U/?)y

現在と同一業種の事業を新たに営もうとする方で、6年 以上勤務している26歳以上の方てす か?(Y/N/U/?)y

借入条件についてお答え下さい。

借入金額はいくらですか?(単 位:万円)600

借入期間はどのくらいですか?(単 位=年)3

様々な質問に対する御回答 、あ りが とうございました。

次のような制度が利用可能です。

融資制度名 資金使途 取扱機関

■●o●■■●●■●宇●■●-i■t■ ■●■■■■■■■■■令■■lli■ ■牟■■●カ■■■中■■■■■■■令■牟■■■■■■#1■ ■■■■■■■■■■■■十■令■■■■■■1■t● ■■*

1経 済環境適応資金/大型店対策資金(活性化)運 転資金 愛知県

2一 般貸付 運転資金 中小企業金融公庫

3一 般貸付 運転資金 国民金融公庫

4経 済環境適応資金/大型店対策資金(活性fヒ)設 備資金 愛知県

5一 般貸付'設 備資金 中小企業金融公庫

6「 般貸付 設備資金 国民金融公庫

7経 済環境適応資金/従業員独立開業 運転資金 愛知県

8従 業員独立開業資金 運転資金 国民金融公庫

9経 済環境適応資金/従業員独立開業 設備資金 愛知県

10従 業員独立開業資金 設備資金 国民金融公庫
11経 済環境適応資金/企業活性化(情報化促進)設 備資金 愛知県

12情 報i基盤貸付 設備資金 中小企業金融公庫

13中 小企業情報化促進資金貸付 設備資金 国民金融公庫

制度の詳細を出力しますか?(YA)y

対象とする融資制度の番号を選択して下さい(全ての場合:'A')9

制度名:経 済環境適応資金/従業員独立開業

資金使途=設 備資金

金額:700万 円

期間:7.O年

末日華:5.7%

取扱機関:愛 知県

続けますか?(YA)n
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5.モ デ ル シ ス テ ム の 評 価

一般的評価

モデル システム構築の 目的 は、前年度 において開発 したプロ トタイプ システムを
、以下

のよ うな観点か ら、すなわち、 プロ トタイプシステムを構成す る機能の拡張 とモデル シス

テム設計項 目に準 じた必要 な機能を付加す るという観点か ら、大幅 に拡張す る ことであ っ

た。

① 知識ベースの有する知識の種類と効果の検討

② 推論過程説明機能の拡張

③ 知識ベースエディタの検討と設計

④ データベースの拡充

[項 目①]プ ロ トタイプシステムでは、知識ベースは、融資の 目的を記述 した相談 目的

フ レーム、業種、従 業員数、資本金な どを定義 した企業 情報 フ レーム及 び相談者の有す る

一時的な ワー クデー タを蓄え る相談者情報 フ レームよ り成 る
。本モデル システムで は次の

よ うな点 が知識ベースについて拡張 されて いる。

(1)一 般 に用 いられて いる用語を行政用語に展開す るための シソーラスを設 けること。

(2)プ ロ トタイプ システムで は、推論 は融資の目的 を記述す る相談 目的 フ レーム(本 モ

デル システムでは これ は借入 目的 フレームと呼ばれ る)を 階層 的に辿 ることによ り行われ

た。モデル システムで は、(1)の シソーラスを用 いた問 い合わせ応答を可能 とす ること。

(3)(2)を 実現す るための推論 メカニズムの検討と評価実験 を行 うこと。

本モデル システムで は、 シソーラスは、制度選択機能 を実現す るため に用 い られて いる。

この シソー ラスは、一般用語を行政用語に展開するとい う機能 を果た してい る。 この機能

によ り一般用語 によ り問い合わせ応答を行 い、行政用語で記述 され る融資制度を選択す る

ことが可能 とな る。一般用語のための シソーラスはカテ ゴリシソーラス、融資 目的を記述

す るシソー ラスは融資 目的 シソー ラスと呼ばれている。

そ こで、 シソーラスについて機能並 びに構造設計の視点か ら概念的 に評価を行 った。 ま

ず、 シソー ラスは2次 元的に構 成 されている。 これ は、用語の展開 とい う点か らは十分で

あ ると考え られ る。その内容 は、カテゴ リシソーラスでは融資対象 とな る設備名、資金使

途 などを、融資 目的 シソーラスは融資 目的を整理 した結果であ る。 カテ ゴ リシソーラスは

概念対象の上位 一下位を表すIS-A階 層 によ り、融資 目的 シソーラスは融資 目的間の上位 一

下位 を表すPURPOSE-OF階 層 により、それぞれ整理 されている。

相談者が欲す る融資対象物の名称が カテ ゴ リシソーラスにおいて見つ け出 され る。 カテ

ゴ リシソーラスの ノー ドは、 ノー ドが表す融資対象物が、 ある融資目的 に適応可能 である

な らば、その ような融資 目的を記述す る融資 目的 シソーラスでの ノー ドを指す。 ここで、

この融資 目的 シソーラスを構成 す る融資 目的ノー ドは、導入、設備、運転 の3種 の質問項

目を持つ。 この質問項 目は、その融資 目的に係わる他のカテ ゴ リ上の ノー ドを得 るため に
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用 い られている。 この3種 の質 問項 目は比較的抽象的 な分類 とな っている。実用を指 向 し

た システムでは、 これをよ り細分化す る必要があ ると思われ る。例えば、材料、経常 費、

運営管理費な ど、 また、各 々の ノー ドには、他の融資 目的を参照するためのseeリ ンクを

備 えている。Seeリ ンクは、ある融資 目的 と関連す る他の 目的を参照するため に用い られ

ている。

借入 目的 フ レームは、種 々の融資制度をその 目的 に応 じて フレーム表現 した もので ある。

このフ レームシステムにより制度 と借入 目的が整理、管理 され る。 この ような借入 目的 フ

レームの階層構造 は、融資 目的 シソーラスのそれ と類似す る構造を備えてい る。 ただ し、

全 く同 じとい うことで はな く、借入 目的 フ レームは制度を基 に記述 されてい る。 したが っ

て、一方の修正が行われ るな らば、他方 も修正す ることが必要 とな る場合があ る。 これ ら

の保守管理 は、運営上の問題を提起す るであろ う。

[項 目②]推 論 は、 シソーラスと借入 目的 フ レームか ら、利用者 との質問応答を繰 り返

しなが ら適切 な制度を選択 し、 さらに、各 々の制度 の有す る種々の条件を調べ るとい う段

階を踏む。 この質問項 目の中 には、利用者が融資対象 となる物、資金な どの対象の名前や

質問の可否に応 える ものがある。 むろん、 この ときはシソーラスを構成す るノー ドの探索

や、 ノー ドに付加 されてい る適切 な質問が行われ ることになる。 このとき、以下 のよ うな

情報が得 られ るな らば、有効である と考え られ る。 これ らは、 また、推論プ ロセスや結果

のデバ ッグに対 して も有効である。

(1)結 果 とな る制度一 覧

(2)利 用者 の入力 した融資対象物 と対応す る融資制度

(3)推 論を行 うために辿 ったノー ドや フレーム

モデル システムでは、 これ らの情報は、推論終了後 に利用者の要求に応 じて表示 され る。

また、(1)の 結果 となる制度 にっいて は、融資 目的、金額 、期 間な どに関す る可 否が表示

され るとともに、利率 の大小の順 に制度が並べ替え られ る。現在、利率の表示 は、 ア ドバ

イス機能の一部で ある。 これ らの機能を果 たす種 々の コマ ン ドが実現 されてい る。今後、

表示の方法、表示の説明などの機能を付与す ることが必要で あろう。

[項 目③,④]知 識ベースエデ ィタは、 シソーラスを構 成す るノー ドより成 るネ ッ トワ

ー クや推論 プログラムを実現す るルールを編集す るためのサブ システムであ
って、 これは、

モデルシステムの有す る固有の表現形式 に応 じて記述 され る知識表現 モデル に応 じた知識

ベースを管理、修正す るためのエデ ィタであ るとみなされ る。 したが って、知識ベースを

構成す るモ ジュール毎の、例 えば、 シソー ラス(カ テゴ リ、融資目的)、 借入 目的、事業

場所 などのフ レーム システムや、 これ らの フ レーム システムを構成する フレーム間の相互

関係 などの管理をそれぞれ専用 システムによって行 うことが可能 とな る。 また、デ ータベ

ースを構成す る融資制度を定義す るための ツールなどが必要 となるが
、本 モデル システム

は、最 も重要な機能 を果たす シソーラスと借入 目的 フレームの一部を操作す るための知識

ベースエデ ィタのみを備えている。 すなわ ち、カテ ゴ リ、融資 目的、同義語 につ いて は操
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作 ツールが実現 されて いる。 これによって、 シソー ラスを構成す るノー ドの生成、削除、

記述 内容の更新、階層構造の表示などを行 うことが可能であ る。 さらに借入 目的 フ レーム

を操作す るエデ ィタは一部が実現 されている。 しか しなが ら、他 の要素にっいては、実現

されて いないので 、 これ らの更新は、現在、モデル システムを実現す るための ツールで あ

るNexpertObjectの 備えるエディタを用 いて行われる。 したが って、他の知識 ベース構成

要素のエデ ィタについて も実現 を図る必要があ る。

融資制度 は、現 在102制 度 を取 り扱 って いる。 モデル システムでは、その仕様 に示 され

ている制度 は設定 されている。 しか しなが ら、本モデルシステムで は、通常利用す ること

がで きる融資制度を全て取 り扱 っているわけで はない。例えば、新製品に係わ る制度 、運

転資金 に係わる制度 などは一部取 り扱われていな い。

また、 シソーラスで は、取 り扱 う分野の拡張 に伴い、その ノー ドの追加 や削除を行 うこ

とが必要 とな る。 このよ うな作業は利用者の負担 とな る。 カテ ゴ リシソーラスは、約1100

ノー ド、融資 目的 シソーラスは約110ノ ー ドよ り成 るが、 これは、現在、取 り扱 っている

制度に したが って設 定 した ものが多 い。今後、利用者の負担 を避 けるために これ らの ノー

ドの修正 を、 より多 くの実験を通 して行 うことが必要であ る。

動作状況にっいて

モデル システムに対 しては,次 の2っ の観点か らシステムの動作状況を検討す ることに

した。

(1)得 られる結果

(2)問 い合 わせ応答

得 られ る結果の妥 当性 を調べ るために次の ような実験を行 った。実験 は、2種 類 あ り、

1つ は用語か らのみ、他方 はseeリ ンクを用いて 出力結果 を得た ものであ る。Seeリ ンク

に示 され る内容 は、表5-1に 示 したように実験に用 いた融資対象を得 るための背景 とみ

なす ことがで きる。 この実験2は 、 この ようなseeリ ンクに関す る内容 を真で あ るとして

実験 した もので あ る。実験 を行 った融資相談 の内容、および実験1、2の 結果 を、それぞ

れ、表5-1、5-2、5-3に 示す。例えば、表5-1に 示 した例1は 、次の よ うな 目

的のために有効 な制度を求めよということである。設備 として、ろ過装置 と測定分析装 置

を導入す るための 目的を有 していると しよ う。 この とき、 ここに示 された設備名であ る具

体的な名称が入力語 である。実験1は 、 このよ うな入力語 か ら融資制度を得 た実験であ る。

例1で は、 このよ うな設備の導入の目的に関連す る事柄 として、"機 械設備の近代化"が

あ ることを仮定 してい る。実験2は 、 このようなseeリ ンクに示 した融資 目的を真であ る

と して実験 を行 った ものであ る。 したが って、 このよ うな関連 は設備導入の背 景 と して考

え られ る。

表5-1に 示 した ように例を21個 用意 した。 これ らにっいて、得 られ る融資制度の再

現率及び精度 は、それぞれ、90,3%、95.3%で あ った。ただ し、実験1と 実験2で は、出

力と して想定 され る制度の母集団 は異 なる。 これ らの デー タを得 るために想定 してい る出
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力 されるであ ろう制度は異なる。実験2の ために想定 した出力母集団 は、実験1の もの に

比較 して大 きい。 これ らのデータによれ ば、 ほぼ満足す る結果が システムよ り得 られ たと

考えている。なお、質問要求の一般性 は、想定 して いる結果の数 とデー タベースが保持す

る融資制度の数 との比率で測 られ る。 これ らの実験 において再現率が極端 に悪 い ものがあ

る。 これ は借入 目的 フ レームにより示 され る個々の融資制度が不適切であ ったためである。

さらに、 この問題 は、運転資金 に も係 わ るものであるか ら、 シソーラスを種 々の運転 資金

について再検討す る必要があ ると思われ る。

2番 目に行 った実験 は主観評価 によ るもので、今 回は質問応答の流れ にっ いて調査 が行

われた。 その結果、次のよ うな点が、質 問応答を進 め る上で課題であると指摘 された
。

(1)融 資 目的は行政用語である。 したが って、 これ を直接質問応答 に利 用す ると質問の

意味が不 明確 にな ることがあ る。 この よ うな質問 はseeリ ンクに起因す るか ら、 この部分

を質問の言い回 しが、 より一般的な言 語 に近づ くように工夫す ることが必要で ある。

(2)質 問が多い。質問項 目として包含す る事実や背反する事実にっ いて、重複 した質 問

がある。

(3)日 本語 として不 自然である。例 えば、"新 規開業 は店舗の新築 ・増改移築のためで

すか?"。 これは、 この ような質問を生成す るための母型 に起因す る。モデル システムで

は、質問文の生成 は母型 にパ ラメタを代入す るとい う方式で実現 されて いる。 したが って、

文の意味を考慮 していないので、 この よ うな不 自然な文が生成 され る場合があ る。 ただ し、

用いた母型 によっては適切な文が生成 され ることも多 い。

推論 メカニ ズムにっいて

プロ トタイプシステムにおける推論 は、借入 目的を記述す る階層構造 を辿 るのみであ っ

た。 これに対 し、モデル システムでは、融資 目的間の関連の探索及 び ノー ドに付与 された

質問を行 いなが ら推論が進め られ る。 この質問応答方式では、質問に対す る可否の応答 に

したが って ノー ドに付与 されて いる質問が続 け られ る。 この とき、項 目に対す る可否を求

める質問では、unknownは 許 されていない。今後、 この値の処理 のメカニズムが必要で あ

る。

オ ンライ ンシステムについて

本 システムは、その基本構想段階で は、オ ンラインネ ッ トワークによる利用環境 を想定

した システムであった。 しか しなが ら、本年度 は、前年度 までの経験を踏 まえ、 システム

が知識型 システムとして より高度 な機能 を達成す るようにシステム開発が行われた。 この

ために、成果 としての オ ンライン機能 は不十分で あるといわざるをえな い。ただ し、問 い

合わせや知識ベースエディタは、全て通常の端末 において動作す るよ うな設計 と実現 とな

っているか ら、 この種の端末 とホス トか らな る通信系でモデル システムが運用可能 である

ことはい うまで もない。現在のホス ト計算機は、SUNワ ークステー シ ョンで ある。
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表5-1実 験に用いた質PG腰 求

例
番
号

融 資 目 的
see-1ink

設備 鎚 運転

1 :a欝 巖 置
・機械設備の近代化

2 二鑑 鷲
・ファインセラミックス

:熱熱 薪㌶ 麟詳営改潮力

3 :§撒 鞍 置
・産業用 ロボ ッ ト

i欝 鱗 鰭 の緩和

4 ・場内運 搬車
・コンベ ア
・起重機

・POSシ ステ ム

・新規開業

5 ・プレス
・塗装装置
・緑貼機 i竃s灘

6 ・コ ンピュータ

・金型鋳造装 置

・IC

・LSI

・設備投資、技術開発、経営改善努力

7 :諭欝 ・新規開業

8 :鑑 耀 械
・ゴル フクラブ

:織豊備離 離 開発

9 ・CAD
・CAM

・フ ァ ク シ ミ リ

・ワ ー プ ロ

・コ ン ピ ュ ー タ

:籠 膿 技術開発 経営改勢 力

10 二議 麟
・高性能電子管

:耀 離 離開発

11 '編 ルギ一型 ・アル ミナ繊維
・炭素繊維 :撒 癬㌶ 謝謝 静力

12 ・コ ン ピ ュ 一 夕

ニ罐 違置
・新規開業

13 ・形状記憶合金 ・試作研究費 ・設備投資、技術開発、経営改善努力

:纏 賠新製品の開発

14 ・食堂
・従業員宿舎

・補修費 ・設備投資、技術開発、経営改善努力

15 ・加工資金
・集荷資金 :灘 富による響 の緩和

16 ・補填生産費 ・倒産防止

17 ・貿易資金 ・海外進出

18 :鎚 金
・親事業者による影響の緩和

19 :整鞍飴
・倒産防止

20 ・土地 ・長期運転資金 ・公害移転

21 ・倉庫 ・損壊費

鍵 鐵、繁醸麟 改鵠力
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表5-2入 力語のみを用いた場合

例

番

号

再現率

(システムからの正解数

/予 想結果)

精度

(システムか らの正解数

/シ ステムか らの出力)

一般性

(システムからの出力数

/全 制度数)

1 100% (13/13) 81.3% (13/16) 12.7% (13/102)

2 100% (15/15) 100% (15/15) 14.7% (15/102)

3 93.8% (15/16) 100% (15/15) 15.7% (16/102)

4 86.7% (13/15) 92.9% (13/14) 14.7% (15/102)

5 87.5% (7/8) 100% (7/7) 7.8% (8/102)

6 86.4% (19/22) 100% (19/19) 21.6% (22/102)

7 80% (12/15) 100% (12/12) 14.7% (15/102)

8 81.8% (9/11) 100% (9/9) 10.8% (11/102)

9 100% (16/16) 100% (16/16) 15.7% (16/102)

10 93.8% (15/16) 100% (15/15) 15.7% (15/102)

11 81.3% (13/16) 100% (13/13) 15.7% (16/102)

12 100% (21/21) 100% (21/21) 20.6% (21/102)

13 84.2% (16/19) 93.8% (15/16) 18.6% (19/102)

14 100% (26/26) 92.9% (26/28) 25.4% (26/102)

15 100% (14/14) 100% (14/14) 13.7% (14/102)

16 76.9% (10/13) 100% (10/10) 12.7% (13/102)

71

1

100% (9/9) 100% (9/9) 8.8% (9/102)

18 100% (14/14) 77.8% (14/18) 13.7% (14/102)

19 85.7% (12/14) 100% (12/12) 13.7% (14/102)

20 75% (18/24) 75% (18/24) 23.5% (24/102)

21 68.4% (13/19) 100% (13/13) 18.6% (19/102)

計 90.3% 95.9% 15.7%
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表5-3関 連 目的に付加されたsee _1inkを 用いた場合

例

番

号

再現率

(システムからの正解数

/予 想結果)

精度

(システムからの正解数

/シ ステムからの出力)

幽

(システムからの出力数

/全 制度数)

1 100% (16/16) 84.2% (16/19) 15.7% (16/102)

2 100% (18/18) 100% (18/18) 17.6% (18/102)

3 100% (21/21) 100% (21/21) 20.6% (21/102)

4 94.4% (17/18) 94.1% (16/17) 17.6% (18/102)

5 76.5% (13/17) 100% (13/13) 16.7% (17/102)

6 87.5% (21/24) 80.8% (21/26) 23.5% (24/102)

7 83.3% (15/18) 100% (15/15) 17.6% (18/102)

8 100% (14/14) 100% (14/14) 13.7% (14/102)

9 100% (20/20) 100% (20/20) 19.6% (20/102)

10 94.4% (17/18) 100% (17/17) 17.6% (18/102)

11 84.2% (16/19) 100% (16/16) 18.6% (19/102)

12 100% (24/24) 100% (24/24) 23.5% (24/102)

13 78.3% (18/23) 94.7% (18/19) 22.5% (23/102)

14 100% (28/28) 93.3% (28/30) 27.5% (28/102)

15 100% (20/20) 100% (20/20) 19.6% (20/102)

16 76.5% (13/17) 100% (13/13) 16.7% (17/102)

17 100% (13/13) 100% (13/13) 12.7% (13/102)

18 100% (16/16) 80% (16/20) 15.7% (16/102)

19 100% (16/16) 100% (16/16) 15.7% (16/102)

20 91.7% (22/24) 73.3% (22/30) 23.5% (24/102)

21 71.4% (15/21) 100% (15/15) 20.6% (21/102)

計 92.3% 95.3% 18.9%
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ま と め6





6 ま と め

モデル システムの開発を行 って きた。モデル システムは、前年度 において実現 したプロ

トタイプシステムを基 に、柔軟 な質問応答の達成 と知識型 システムと しての基本的な枠組

みを備え るシステムと して機能す ることを目的と して いる。 これ は、 プロ トタイプシステ

ムが融資相談担 当者の よ うな専門家であることを想定 したのに対 し、モデル システムは融

資制度 にっ いての知識 は有するが各種制度の専門家で はないよ うな利用者 を想定 した こと

によ る。

前年度 において開発 したプ ロ トタイプ システムには次のよ うな課題があ った。 このよ う

な課題 を解決 し、 よ り実用性 の高 い システムを実現す ることが要求 されていた。すなわち、

1)融 資相談のためのより豊かな知識を記述するための知識ベースの構造の改良。

2)よ り柔軟な推論を達成するための推論機構の実現。

3)ネ ッ トワーク構造として実現 される知識ベースのためのエディタ、推論過程の説明機

能などの、より充実 した開発環境及びシステムの利用環境の整備。

本モデルシステムを構築するための基本方針として考え られたことは、次の事柄である。

・ 問題解決のために質問応答 を行 うことによ り
、有効な融資制度が選択 で きること。

・ 質 問応答に関 して は、あ る質 問に対す る可否だけで はな く、利用者の欲す る融資対 象

物 の名称 を直接 システムに入 力す ることがで きること。

・ 行政用語 と一般用語 との対応づ けを行 うこと
。 これを達成す るため に、行政用語のた

めの シソーラス と一般用語のための シソーラスを設 けること。

・ プロ トタイプ システムにおいて実現 された知識ベースを有効利用す ること
。

・ モデルシステム固有の知識 ベースエディタや推論過程の説明機能 を設 けること
。

・ エデ ィタに関 しては
、知識 ベースを構成す る種々のモジュール毎 に固有のサ ブシステ

ムを設 けること。

まず、検討 された ことは次の事項であ る。すなわち、行政用語 は専門家 にとっては極め

て意味は明快であ るが、一般にな じみが薄 くその用法 は難解であ る。 したが って、問 い合

わせ文においては、融 資の目的を表す ような一般用語 を行政上用い られ る用語に展開す る

こと。

この 目的 を達成す るために、 まず、融資相談を行 うために用い られる用語の整理 を行 っ

た。 この用語の整理 は金融の手 引 き、要綱、パ ンフ レッ トな どに記載 されてい る融資対象

物を得 ることか ら始 め られた。 これ らは、概念的に上位 一下位関係 に基づ き整理 された。

この ような用語 は、実 際に資金 を使用す ることの可能 なイ ンスタンスであ る。 このよ うな

イ ンス タンスの集 ま りを、IS-A関 係 に基づき整理 した。 これがカテ ゴ リシソー ラスであ る。

ノー ドは、現在、約1100個 あ る。

これ らの イ ンスタ ンスは、それぞれ、行政上用 いられる融資制度 の目的を表す用語 と関

連づけ られ る。 これが融資 目的 シソーラスであ り、 これ には約110個 の ノー ドがあ る。 さ

らに、プロ トタイプ システムにおいて実現 した知識ベ ースであ る借入 目的 フレームと、融
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資 目的とが関連づ け られた。

このように、

カテゴ リ ー 融資 目的 一 借入 目的 一 融資制度

という参照関係 に基づ き、 目的 とす る融資制度を探索 す ることがで きる。 これを達成す る

推論 メカニズムは、幾つかの フ レーム又 はノー ドを結 合す る リンクに基づ き、それ らに割

り当て られている質問を発 しなが ら借入 目的 フレームに指示 され る融資制度 を求め るとい

うステ ップを踏む。

このよ うなネ ッ トワー クの管理 と保守 は、今後重要な課題 となるものである。む ろん、

ネ ッ トワークの構造は、推論過程の説 明において も重要な役割 を果たすであろ う。

本モデルシステムの構築 に当た り、 目的を表す用語か ら、対象 とす る制度を導 くための

一連の処理 の流れに含 まれ る重要事項 と して検討 され た事柄 は以下の とお りである
。

(1)シ ソーラス(カ テ ゴ リ、融資 目的)を 構成す るノー ドとその間の関係の定義。

(2)シ ソーラスを操作す るための知識 ベースエディタの開発。

(3)推 論 メカニズムとその推論過程 の説明機能 の実現。

今後、 このモデル システムを拡 張す ることによ り、融資相談のためのより高度な システ

ムを実現す るためには、次の ような課題があ る。

・ 先に も示 したが
、 シソーラスを構 成す るネ ッ トワークはよ り複雑 となるであろ う。 こ

のため、より高度な知識 ベースエデ ィタが必要 となる。 また、大規模 となることにより

平板な2つ の シソーラスでは、表現能力や保守 ・管理の観点か ら十分でない場合が ある

であろう。 このため に、 シソーラスを構成す るノー ドの集 まりの分割や、あ る一つの用

語に対す る見方を設定す ることが必要 となる。

・ 融資 目的シソーラスに付加 され た質問項 目の種類 と効果の検討
。 さ らに、 これに関連

して、融資目的 シソーラスと借入 目的フ レームを結合す る リンクの種類 と効果の検討。

これ らの項 目は、現在、"導 入"、"製 造"、"運 転"の3種 類が ある。 システムが融

資制度だけで はな く、他の種類の制度 も取 り扱お うとす るな らば、 この種類 と効果をよ

り詳細 に検討す る必要が ある。

・ 問い合わせ応答をよ り柔軟 とす るために
、質問を より自然 な文体にす る事が必要であ

る。 このために、言 い替 え、背反 す る事例の質問の重複 を避 けることなどの機能が必要

で あろう。

・ マルチユーザへの対応
。現在、モデル システムはシ ングルユーザ システムで ある。 こ

れを拡張 し、ネ ッ トワー ク環境への対応、マルチユ ーザへの対応 を図 ることが必要であ

る。
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モ デ ル シ ス テ ム の 知 識資 米斗1





資料1-1 融資制度の収録データー覧(1)
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綱

酬
魏

魏

劉

㍊
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㌫

㌶

㎜
㌶

酬
瀾

瓢

㎜
瓢

㎜
淵

馴
淵

鵠

㍑

淵

剛
刷
酬

短期経営資金1

設備近代化資金1

開業資金1

経営安定資金/関瞳倒産防止1

経営安定資金/環境適応|

先端技術等育成資金/先端技術開発・導入1

先端肢術等育成資金/情報化促進|

先端技術等育成資金/エネルギー対策1

貿易振興資金1

商工業振興資金/災害復旧1

商工業振興資金/特Bルトロ1

商コ#振興資金/通常1

公寓防止設備改善資金1
一般事業資金1

中小企業設備貸与制度/割賦一一般設備1

中小企業設備貸与制度/割賦一先端技術設備1

中小企業設備貸与制度/リース1

中ノ1鵠設備近代化資金1

長期軽営強化資金1

季節資金/年末資金1

季節資金/夏季資金1

経済環境適応資金/関瞳倒産防止資金1

経済環境適応資金/商店街環境施設整備資金1

経済環境適応資金/大型店対策資金(活性イヒ)1

経済環境適応資金/大型店対策資金(事業転換等)1

経済環境適応資金/事業転換1

経済環境適応資金/企業活性化(事業所整備)1

経済環境適応資金/企業活性化(先端技術設備導入促進)1

経済環境適応資金/企業活性化(技術・製品開発)1

経済環境適応資金/企業活性化(地場産業振興)1

経済環境適応資金/企業活性化(省エネルギー ・再生利用促進)1

経済環境適応資金/企業活性化(情報化促進}1

経済環境適応資金/貿易振興1

経済環境漣応資金/下請中小企業対策1

経済環魔適応資金/従業員独立開業1

経済環境適応資金/特定地域対策特別1

構造改善貸付1

下請対策貸付1

国際調整貸付/事業転換等資金1

国際調整貸付/環境変化適応資金1

国際調整貸付/海外投資等円滑化資金1

国際調整貸付/輸入品販売円滑化資金1
一般貸付1

新事業・技術振興貸付/先端技術振興資金1

構 隆 盛貸付1

エネルギー有効利用促進貸付/省エネルギー資金1

エネルギー有効利用促進貸付/石油代替エネルギー資金1

エネルギー有効利用促進貸付/Lrc資金1

公害防止貸付1

産業安全貸付1

地域中小企業活性化貸付1

地域産業振興貸付/地域産業振興資金1

地域産業振興貸付/新産業活性化資金1

地域産業振興貸付/リゾート地域整備資金1

地域産業振興貸付/伝統的工芸品産業振興資金1

移転等促進貸付/移転資金1

移転等促進貸付/市街地等整備資金1

移転等促進貸付/事務所移転促進資金1

倒産対策貸f引

経営支援貸付1

災害復旧貸付1

労働環境整備貸付1
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資料1-1 融資制度の収録データー覧(2)
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㎜
蒜

刷
蒜

㌫

篇

棚
…
…
㎜
榴

㌫

溜

㌫

綱

㌫

㍑

川

中ノ1蒲田業活性化特別貸付1

商業近代化貸付/小売業近代化資金1

商業近代化貸付/卸売業近代化資金1

商業近代化貸付/物流業近代化資金1

近代化促進貸付/近優法業種近代化資金1

近代化促進貸付/ガス事業近代化資金1

近代化促進貸付/食鳥処理案資金1

中小繊維工業活性化特別償付1

ノト企業等経営改善資金1

産業安全衛生施設等整備資金1

産業公割 方止施設等整備資金1

移転等促進資金貸付/移転資金1

移転等促進資金貸付/市街地等整備資金|

移転等促進資金貸付/事務所移転促進資金1

製堕業省力化設備資金1

従業員独立開業資金1

中小企業近代化促進資金1

構造改善貸付1

中小企業倒産対策資金1
エネルギー有効利用促進資金/省エネルギー資金1

エネルギー有効利用促進資金/Lrc資金1

災害貸付1

中小企業情報化促進資金貸付1
一般貸付1

中小企業労働環境整備資金貸付1

経済調整対策等貸付/事業転換等資金1

経済調整対策等貸付/環境変化適応資金1

経済調整対策等貸付/輸入品販売円滑化資金1

経済調整対策等貸付/海外投資円滑化資金1

商業近代化等資金貸付/小売業近代化資金1

商業近代化等資金貸付/卸売業近代化資金1

商業近代化等資金貸付/物流近代化資金1

中・ISFH業as性化資金貸付1

地域産業振興資金貸付/地域産業振興資金1

地域産業振興資金貸付/新産業地域活性化資金1

地域産業振興資金貸付/リゾート地域振興資金1

地域産業振興資金貸付/伝統的工芸品産業振輿資金1

中小繊維工業活性化資金貸付1
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資料1-2カ テゴ リシソーラスの構造(一 部)

ー

Φ
ω
一

蹴＼ll熱
熱ぐi…　≒il{{{1二

△運転 △輸入資金 く≦≡≡

△輸出資金 く ≡≡≡

△補填生産費 一

△補修費

△長期運転資金 一

△工事＼
△緑化工事鑛 ＼;1灘;

:野

△=オ ブ ジ ェ ク ト



資料1-3融 資目的シソーラスの構造(1)

施策目的 利用目的 詳細目的

先端技術に関する

導入・製造

二
製品の製造

マイクロプロセッサー応用製品の製造

IC(集 積回路)の 製造

新素材応用製品の製造

バイオテクノロジー製品の製造

ファインセラミックスの製造

欝編藤 艶

⌒　雛
高

新

複「ご

獣の艦鯛ザ加力知噺

噺麟

⌒=

⊥欝罐

　 τ灘 ㌧

エネルギーの

有効利用 謙蹴転 欝 欝

再生利用 廃棄物の再生利用設備の取得

一64一



施策目的

資料1-3融 資目的シソーラスの構造 ②

利用目的 詳細目的

移転関係 擁 撒 云一 τ 璽 璽

⌒
撒一 －T 市街地等の整備(公 共事業等の施行に伴う移転)

工場等環境整備 一 環境施設の取得

公害対策 止

止

唖

灘

熱
安全対策 産業安全衛生施設の取得

保安施設の取得

消防等施設の取得

防火避難施設の取得

防災改修 ・緑化工事

産業用機械の取得

降雪防除施設の取得

雨水貯留 ・浸水防止施設の取得

地下水排除施設の取得

水害防御関連施設の取得

降灰防止施設の取得

=

新技術・新製品の開発

一65-一



資料1-3融 資目的シソーラスの構造(3)

施策目的 利用目的 詳細目的

経営の安定 近代化

倒産防止

ノ」涜 ・卸売業の経営

商店街環境整備

機械設備の近代化

ガス事業の経営

物流業の経営

近促対象業の経営

食鳥処理業の経営

得卿
離離

モ
善職蜘

⌒灘嚥

経営強化 ・改善

集配センターの取得

セルフサービス店の取得

共同施設の取得 仕入配送施設の取得

保管施設の取得

前処理施設の取得

事務処理施設の取得

従業員宿舎の取得

給食施設の取得

教育訓練施設の取得

駐車場の取得

卸総合センター、卸商業団地の入居設備の取得

ショッピングセンターの入居設備の取得

働

和

営
灘

晶

獺

に

、

撒

こ

親

設

嚇
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施策目的

資料1-3融 資目的シソーラスの構造(4)

利用目的 詳細目的

⌒下灘

季総 噸 一躍 柔隠 事舞 灘

轍

構造改善

災害対策

設願 与る導入一[撚 巖
入

一一・67一



業種

資料1-4企 業情報 フレームの構造

従業員 資本金

卸売業

5人 以下

20人 以下

50人 以下

80人 以下

100人 以下

… 一「

30'人以上 「 二

2人以下

5人以下

10人以下

20人以下

30人以下

50人以下

1千 万円以下

1億 円以下

1億 円超

1千 万円以下

1億 円以下

小 売 ・

サービス業

㎜「 三

101人以上-二

2人 以下

5人 以下

10人 以下

20人 以下

30人 以下

50人 以下

51人 以上

1千 万円以下

3千 万円以下

3千 万円超

1千 万円以下

3千 万円以下

一68一

1千 万円以下

制度群

群渡翻計該

群渡借るす当該

〃

群度制るす当該

〃



事業場所

資料1-5事 業場所 フレームの構造

制度群

名古屋市内

[
愛知県内

その他

名古屋市中小企業指導センターが取 り扱 う融資制度群

愛知県商工部が取り扱う融資制度群

中小企業金融公庫及び国民金融公庫が取 り扱 う融資制度群

資料1-8

○
相談者情報

○=

口=

相談者情報フレームの構造

口会社名

口所在地

口電話番号

口名前

口業種

口従業員数

口資本金

口事業場所

口金顎

口期間

フレーム

属性

一69一



資金使途 施策目的

資料1-6借 入目的フレームの構造(1)

利用目的 詳細目的 制度群

設備 先端技術に関する

導入・製造

　当

撒=⌒ 導入τ

　 懸 難

マイクロプロセッサー応用製品の製造 一 該当する制度

情報関連機器製品の製造 〃

先端技術製品の部品の製造"

情報関連機器の導入 〃

先端技術設備の導入 〃

〃

エネルギーの

有効利用 蒜　⊥灘 繋

〃

〃

〃

⌒

一

蹴

=

再生利用

ノノ

ノノ

ノ'

ノノ

〃

〃

ノノ

新技術 ・新製品の開発

〃

〃

ー70一



資料1-6借 入目的フレームの構造(2)

資金使途 施策目的 利用目的 詳細目的 制度群

一 経営の安定 一 近代化

一 労働環境改善

一 大型店対策

一 経営強化・改善

一 下請対策

　 ■灘

一 事業転換

一 構造改善

一 災害対策

舗 ■::::鶯

ノ」涜 ・卸売業の経営 該当する制度

一 商店街環境整備 〃

一 機械設備の近代化"

一 ガス事業の経営 〃

一 物流業の経営"

一 近促対象業の経営"

一 食鳥処理業の経営"

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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資金使途 施策目的

資料1-6借 入目的フレームの構造(3)

利用目的 詳細目的

L運 転

贈 る⊥

噸 噸 ■

灘

蹴

移

新

獺⊇ 鎚τ離 篇
鎚

先端技術関連設備 ・機器の導入 一 先端技術設備の導入

地域産業の活性化

過疎地域の活性化

伝統]二芸の活性化

新技術 ・新製品の開発

経営の安定 　=遮 灘 営

倒産防止

労働環境改善

大型店対策

経営強化・改善

下請対策

　 ■灘

覇 資金囎 一一[

灘

⊇

夏季に必要とする資金の取得

冬季に必要とする資金の取得
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帯1渡群

渡滞るす当該

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃



資料1-7固 有質問フ レーム(1)

質問1="短 期の運転資金(商 品 ・材料の仕入れやボーナス資金など)を 必要としますか"

質問10="県 内に工場または事務所を有し、1年 以上同一事業を営んでいますか"

質問11="県 内に工場または事業所を有し、2年 以上同一事業を営んでいますか"

質問12="県 内で6ヵ 月以上同一事業を営んでいますか't

質問13="大 型店進出により、事業転換または新分野進出を行いますか"

質問14="現 在の事業を1/3以 上減少し転換後の事業が主力となり、転換が5年 以内で完了しますか"

質問15='t事 業所移転、改築、浸水防止のためのかさ上げや地震防災の補強等のためですか"

質問16="地 場産業総合振興事業(新 商品開発、市場の開発、人材の養成等)資 金を必要としますか"

質問17="貿 易商社または輸出品製造業者ですか"

質問18="親 事業者の構造調整により影響を受けますか"

質問19="現 在勤務している中小企業と同一事業を県内で新たに営みますか"

質問2="市 内で2年 以上同一事業を営んでいる製造業者または生鮮食料品小売業者の方ですか"

質問3コtt市 内で新規開業をしようとする方、または営業実績が6ヵ 月に満たない方ですか"

質問30="親 事業者は金属工作機械、発電 ・送電 ・変電・配電または産業用の電気機器製造業ですか"

質問31="新 事業への進出、新製品(サ ービスを含む)の 製造または新市場への進出を行いますか"

質問32="中 小企業金融公庫と取引がありますか"

質問33="製 造業、建設業、貨物運送業、倉庫業、貨物運送取扱業あるいは土石採取業ですか"t

質問34="特 許権、実用新案権を利用して新たに新事業、新製品分野に進出を行いますか"

質問35="取 引先が倒産し、被害額(営 業債券など)が50万 円以上ありますか"

質問36="一 時的に業況悪化をきたしているが、中長期的に回復が見込まれますか"

質問37='t大 規模店の事業の影響を受ける地域で1年 以上同一事業を営んでいますか"

質問38="倉 庫業、道路貨物運送業、水運業または港湾運送業のいずれかにあてはまりますか"

質問39="製 革業、薄葉紙製造業あるいは鋳造用模型製造業ですか"

質問4="経 済的事情の変化(取 引先の倒産など)に 適応するために必要とする資金ですか"

質問40="近 代化または保安のために必要な設備資金ですか"

質問41="食 鳥処理事業の許可を受けていますか、あるいは受けようとしますか"

質問42="構 造改善に取り組む繊維工業者ですかt'

質問5="経 済的事情の変化(不 況業種、大型店の進出など)に 適応するために必要とする資金ですかtt

質問6="市 内に事業所があり、1年 以上同一事業を営んでいますか"

質問60="1年 以上同一事業を営んでいますか"

質問61="事 業活動に伴うばい煙、汚水、騒音、および悪臭などの公害の防止施設を設置しますかtt

質問62="過 密の解消または公害防止のために工場を移転しますか"

質問63="公 共事業の施行に伴って店舗などの移転または改造などを行いますか"
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資料1-7固 有質問 フレーム(2)

質問64="製 造業または建設業を営む方で、省力化機械を導入しますか"

質問65・"現 在と同一の事業を新たに営もうとする方で、6年 以上勤務している26歳以上の方ですか"

質問66="米 穀卸売業、薄葉紙製造業あるいは鋳造用模型製造業ですか"

質問7="貿 易商社又は貿易関連製造業者ですかt'

質問8=t'市 内に事業場所があり、6ヵ 月以上同一事業を営んでいますか't
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モ デ ル シ ス テ ム の 操 作 説 明資 米斗2





① システムを スター トす ると操作メニ ュー

が表示 され ます。

コンサルティ ングを行 う場合 は1を 選択 し

ます。

② コンサルテ ィングを初めて行 う場合 はコ

ンサルティング(C)を 選択 し、同 じ相談者

に対 して続 けて行 う場合 は同一相談者に対す

るコンサルテ ィング(R)を 選択 します。 こ

の場合は相談者の登録 と企業条件に対 しては

お尋ね しません。

③ 相談者の登録を行 い、企業規模、事業場

所につ いてお尋ね します。

次の中から行ないたし畷 作を選択して下さい:

1.コ ンサルテ ィング

2.知 識のメンテナンス

Q.終 了

コンサルティング

R同 一相談者に対するコンサルテ ィング

a結 果解析

コンサルテ ィング結果のロー ド

S.コ ンサルテ ィング結果のセーブ

NEXPERTOBJECT走 鋤

コンサルテ ィング終了

このシステムは 、あなたの相談内容に沿った融資制度の紹介を行ないます.

◆的確な融資制度を紹介するために、幾つかの質問についてお答え下さい.

◆なお、あなたの情領は、本システムの運用以外に用いられることはありません.

相談者の登録を行ないます、次の質問にお答え下さい.

会社名:聞 流問屋

相談者名:Aさ ん

所在地:蟹 寅1県東海市

耐 量:32-3692

企業規摸、および事業場所についてお答え下 さい.

業種(1.玉 菜2.銅 り巳藁3.小 飛 ・サービス業)

従藁員数(単 位=人}

資木金{単 位=万円):300

事業場所(L名 古屋市内2.愛 知県内3.そ の他の地域)

④ 必要な資金 使途を選択 します。

設備資金(1)を 選択 した場合、導入 しよ うとす る具体的な設備名を入力 します。

運転資金(2)を 選択 した場合、具体的な運転資金名を入力 します。

入力された設備名/運 転資金名 について システムか ら幾つかの質問を行 います。 これに

対 してYes/Noを 選択、あ るいは言葉を入力 します。

設備資金

運転資金

;;>1

"コ ンピ
ュータの導入"は.シ ョッピングセンターの入居設備の取得としてですか?(Y州 刈/?)tl

"コンピ
ュータの導入"は 、セルフサービス店の取得と'しててすか?(YAIU/?}n

"コンピ
ュータの尊人"は、"マイクロプロセッサー応用機器の導入"という融資目的に該当します.

"コンピ
ュータの導入"は 、卸商業団地に入居するための設備の取得としてですか?(YAru/?}n

"コンピ
ュータの導入"は 、省力1ピ 効率化等生産性の向上を図るためてすか?(YINrUR)y

"コンピ
ュータの導入"は 、廟 給 理化、販売促進を図るためですか?α パ刈/?)y

"裁断機の導入"は
、割賦により購入 しますか?(YAru/?)y

"裁断機の導入"は
、事業構造の改善のためですか?(Y/N刈/?}n

"マイクロプロセ
ッサー応用機器の導入"にともない、何を製造 しますか?(具 体的な名称ぷWρ/C)
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⑤ 入力 された設備名/運 転資金名に関する質問が終わると、それぞれの融資制度に関す

る固有の質問を行います。
融資制劇固有の質問にお答え下 さい.

市内に事某所があり、1年 以上同一1篠 を営んでいますか?{Yぷ 刈/～}y

市内で2年 以上同一事菜を営んでいる製造業者または生鮮燃 ト売葉者の方て;すか?(Y/N刈/?)y

県内に工場または事業所を有 し、2年 以上同一享楽を営んでいますか?(Yぷ 刈/?)y

製造業または建設業を営む方で、省力化機械を導入 しますか?(Y洲 刈/?)y

⑥ 融資制度固有の質問が終わると、借入条

件について質問を行います。

⑦ 借入条件にっいての質問が終わると、利

用可能な制度の一覧が表示されます。

借入条件についてお答 下 い.

借入金額はいくらてす か?(単 位1万円)3000

借入期間はどのくらいてす か?(単 位:年)10

様々な質問に対する御回答、ありがとうございました.

次のような制度が利用可能てす.

旅).融 資制度名 使途 機関 利率

1.中小企業情報化促進資金貸付

2.一般貸付

3.製造業省力化設備資金

4.中小企業労働環境整備資金貸付

5.一般貸付

6.中小流通業活性化特別貸付

7.情織基盤貸付

&新 事業 ・技術振興貸付/先 端技術振興資金

9.労働環境整備貸付

10.経済環境適応資金/企 業活性化(情 報1ヒ促進}

11、経済環境適応資金/企 業活性化(先 端技術設備導入促進}

備考:市 ・・名 古屋市、県 ・・愛知県、県市…愛知県/名 古屋市

中小 ・・中小企業金融公庫 、眠 ・・国民金融公庫

利率の単位はパーセント

設備 国民5.9

設備 国民5.o

設備 国民6.0

設備 国民6.0

設備 中小6.1

設備 中小6.1

設備 中小6.1

設備 中小6.1

設備 中小6、1

設備 県6.6

設備 県6.6

⑧ 制度の詳細情報を出力 したい場合 は、 こ

こでYを 入力 します。次に、出力 したい制度

番号を選択 します。続 けて行いたい場合 も同

様 に行い ます。

詳細情報の出力を行わない場合はNを 入力

し、利用可能 な制度の表示に戻 ります。 こ こ

で、 さらにNを 入 力す るとコンサルテ ィング

・メニ ューが表示 され ます。

◆■ ◆◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆◆◆ 一■◆◆◆◆◆◆ ◆◆ ◆◆◆◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆■■◆ ◆◆◆◆◆◆ ◆◆ ◆◆◆◆ ◆◆■●◆■■■ 一■ ◆◆◆◆◆◆◆◆● ◆◆

制度の詳細 を出力しますか?(Y々)y

対象とする融資制度の番号を選択して下さい(全ての場合:'A')1

制度名=中 小企業情報化促進資金貸付

資金使途1設 備資金

金額:6000万 円

期間:15、O年

オll率:5.9%

取扱機関:国 民金融公庫

続けますか?(Y々)n
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⑨ コンサルティ ング ・メニ ューか ら結果解

析(A)を 選択す ると、結果解析 メニ ューが

表示 されます。

⑩ 結果解析メニューか ら利用可能制度の表

コンサルテ ィング'

R同 一相談者に対するコンサルティング

s総 巣解析

コン【サルテ ィング結果のロー ド

コンサ ルテ ィング結果4ンヒーブ

NEXPEeroeJECT起 動

Qコ ンサルテ ィング終了

どの操作を行ないますか?

示(P)を 選択す ると、利用可能な制度が表

示 され ます(⑦ 、⑧参照)。

⑪ 結果解析 メニ ューか らア ドバ イス制度の

表示(S)を 選択すると、借入金額や期間を

再検討することで利用可能 となる制度が一覧

表示 され ます。

⑫ 詳細情報には、検討す ることによ って利

用可能 となる克服条件が表示 され ます。

⑬ 結果解析 メニ ューか ら適用制度(準 利用

可能制度)間 の比較(C)を 選択す ると、次

に適用制度間比較 メニ ューが表示 され ます。

利用可能制度の表示

アドバイス制度の表示

醐 搬 ㈱ 胴 能搬)働 雌

結果説明

結果解析終了

使途 機関 利率

1.設備近代化資金 設備 市0.0

2.中小企業設備近代化資金 設備 県0.0

3.中小企業設備貸与制度/割 賦一先端技術設備 設備 県5.0

4.中小流通業活性化資金貸付 設備1到民6.0

5.「般貸付 運転 国民fi.0

6.中小企業労働環境整備資金貸付 運転 国民6.0

7.「般貸付 運転 中小6.1

&労 働環境整備貸付 運転 中小6.1

9,先端技術等育成資金/先 端技術開溌 ・導入 設備 市6.2

10.先端技術等育成資金/情 報化促進 設備 市6.2

11.商工業振興資金/通 常 設備 県市6.7

12.商工業振興資金/通 常 運転 県南6.7

.◇ ◆◆◆.■ ・◆●◆φ◆◆◆.・ ◆◆.◆ ◆ ◆●■◆●◆ ◆●●■ウ◆ ◆◆◆■◆■◆ ◆◆ ■◆◆◆◆● ◆●◆◆◆◆◆◆ ◆◆●■◆◆◆◆◆ ■◆●◆◆φ ●◆◆◆◆ψ ◆◆

備考:市 ・名 古屋市、県一愛知県、県市…愛知県/名 古屋市

中小 ・・中小企業金融公庫、1眠 ・・国民金融公庫

利率の単位はパーセン ト

制度の詳細を出力しますか?(Y/N)

対象とする融資制度の番号を選択 して下さい(全ての場合:'A')9

制度名'先 端技術等育成資金/先 端技術開発 ・導入

資金使途1設 備資金

金額:5000万 円

期間7.0年 く・克服条件

薯ll率:6.2%

取扱機関'名 古屋市

P.利 用可能制度の表示

S.ア ドバイス制度の表示

C.適 用制度(準 利用可㈱1度}間 のU捕2

E.結 果説明

纈1解 析終了

どの操作を行ないますか?
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⑭ ここで、期 間による比較(P)を 行 った

場合、準利用可能制度(利 用可能制度及びア

ドバイス制度をあわせた制度群)に 対 して、

期間による比較を行い、借入期間の長い制度

か ら表示 します。

金額 による比較(M)で は、借入金額の高

額な制度制度か ら表示 し、利率 による比較(

R)で は、利率の低 い制度か ら表示 します。

なお、利用可能ではないア ドバ イス制度 に

は、比較結果の制度一覧中に*が 記 されて い

ます 。

…=適 用制度間比較メニュー …=

且 金額による比較

P.其間 による比較

1し利率による比較

Q.制 度間比較終了

どの操作を行ないますか?p

期間による比較結果(*は ア ドバイス制度)

輪 融資制度名 使途 機関 期間

1.㈱ 腿 盤貸付

2.中小企業情報化促進資金貸付

3.新事業 ・技術振興貸付/先 端技術振興資金

4.製造業省力化設備資金

5.労働環境整備貸付

6.中小企業労醐 菟整備資金貸付

7.一般 貸付

8、「般貸付

9.中・1覇0颪業活性化特別貸付

io.経～斉環境獅 資金し/iMeti舌性ゴヒ(情 報`ヒ{足進)

11.経済環境適応資金/企 業活性化(先 端技術設備導入促進}

◆12.商工業振興資金/通 常

◆13.先端肢術等育成資金/先 端枝術開発 ・導入

◆14.iVlt支術等「育成資金ノ/情軒1`ヒ促進

◆15.労働環境整備貸付

設 備 中小15.0

設備 国 民15.o

設備 中小15.O

設備 国民15.0

設備 中小15.0

設備 国民15.0

設備 中小10.0

設 備 国民10.0

設 備 中小10.0

設 備 県10.0

設 備 県 ・10.0

設 備 県市7.O

設 備 市7.0

設 備 市7.0

運 転 中小7.o

⑮ 結果解析 メニューか ら結果説明(E)を

選択す ると、次に結果説明 メニ ューが表示 さ

れ ます 。

⑯ 結果解析 メニ ューか ら制度 説明の表示(

F)を 選択すると、 コンサルテ ィングで導 き

出 された制度が、その利用可能性 とともに一

覧表示 され ます。

`可能'は
、利用可能制度 と して導 出された

制度です。
`準可 は

、準利用可能制度として導出され

た制度(借 入条件が不適当となった制度)で

す。
`企業'は

、企業条件可能制度 と して導出 さ

れた制度(固 有条件が不適 当とな った制度)

です。
`目的'は

、 目的可能制度 と して導 出された

制度(企 業条件が不適当 とな った制度)で す。

エ==;結 果解析メ ニ ュー===

P.利 用可㈱1度 の表示

&ア ドバイス制度の表示

C.適 用制度(準 利用可能制度}間 の比較

ε.結果説明

Q.結 果解析終了

一≠い
?e

====結 果説 明メニ ュー …=

ξ.制度説明の表示

U.利 用目的説明の表示

P.借 入目的記述説明の表示

L利 用者入力情報の表示

Q.結 果説uma了

どの操作を行ないますか?f

No,融資制度名 使途 機関 可能性

1.「般貸付 設備 中小 可能

2.「般貸付 設備 国民 可能

3。中小流通業活性化特別貸付 設備 中小 可能

4.経済環境適応資金/企 業活性化(情 報化促進}設 備 県 可能

5.情報基盤貸付 設備 中小 可能

…

11.中小企菜労働環境整備資金貸付 設備 国民 可能

12、商工業振興資金/通 常 設備 県市 準可

13.中小流通業活性化資金貸付 設備 国民 準可

…

23.中小企業労働環tma備 資金貸付 運転 国民 準可

24、商工業振興資金/特 月明・ロ 設備 県市 目的

25.一般事業資金 設備 市 目的

26.商藻近代化貸付/小 売業近代`ヒ資金 設備 中小 目的

…

◆◆◆ ●◆ ◆◆◆◆◆■◆◆◆ ◆◆◆◆● ◆■■■◆ ◆■◆■◆◆ ◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆◆◆■ ◆◆◆◆◆◆◆・ ◆◆ ◎◆●◆◆◆■◆ ◆◆■◆◆◆ ◆◆●◆◆ ◆◆◆◆◆◆■◆

備考:市 ・名 古屋市、県 ・・愛知県、県市…愛知県/名 古屋市 、

中小 ・ヰ小企業金融公庫、1眠 ・・国民金融公庫

可能 ・・利用可能、準可∴・準利用可能(借 入条件不適当)

企業…企業条件可能(固 有条件不適 当)、 目的…目的可能(企 業条件不適当)
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⑰ 詳細情報には、その制度が導き出された

目的や制度に記述 されている固有条件の内容、

及び借入条件などが表示されます。

対 象とす る融 資制 度の 番 号を選択 して下 さい(全 ての 場 合:'A')3.9.16.22.28

制度名:tR報 基盤貸付(No.3060)

借入目的:設 備_先端技術設備の導入.設備」簡 日銭圭搬器の導入

融資目的:マ イクロプロセッサー応用撮器の導入.備春}跳皇機器の導入

要因(導入):CAD,コ ンピュータ

(製造):

{運転}:

(関連)=

資金使途:設 備資金

金額:60000万Fj

期間:15.o年

オ`1率=6.1%

固有の条件:

取扱㎜:中 小企業金融公庫

利用可能性1利 川可能

続けますか?(Y刑y

⑱ 結果解析 メニ ューか ら利用 目的説明の表

示(U)を 選択す ると、次 に利用 目的説明 メ

ニ ューが表 示 されます。

…=結 果説明メニュー …=

F.制 度説明の表示

∪ 利用目的説明の表示

P.借 入目的記述説明の表示

1.利 用者入力情報の表示

q.結 果説明暗了

どの操作を行ないますか?v

⑲ 利用目的説明メニューか ら融資対象物件

による一覧表示(0)を 選択すると、入力語

から導出された制度がその利用可能性ととも

に一覧表示 され ます。

…=利 用目的説明メニュー=・=

0融 資対象物件による一覧表示

R関 連性による一覧表示

Q.利 用目的説明終了

どの操作を行ないますか?o

入力語!融 資制度名 使途 機関 可能性

〈導入>

>>コ ンピュータ

「般貸付

「般貸付

中小流通業活性化特別貸付

経eWAKRsma/「 …編 垂イヒ(情報{ヒ伍9崖)

二
■

>〉裁断磯
馴
『
商工業振興資金/通常

設備 中小 可能

設備1眠 可能

設備 中小 可能

設備 県 可能

中イ強藻 設備貸与制度/割 賦一先端技術設備

商工業振興資金/特Stl・1・口

「般事業資金

中小企業設備貸与制度/割 賦一→ 艮設備

◆ ◆◆.◆ ◆◆■◎◆◆◆ ◆◆ ◆◆◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆●⇔ ◆◆◆◆◆⇔ ◆ ◆◆◆◆◆◆◆◆ ◆++◆ ◆◆ ◆●◆●9軸.◆ ◆ ◆◆◆■◆◆ ■◆◆◆◆◆◆ ◆◆⇔ ◆■

備考:市 ・・名古屋市、県…愛知県、原市 ・・愛知県/名 古屋市、

中小 ・・中小企業金融公庫、1眠'・国民金融公庫

可能 ・・利用可能、準呼 ・・準利用可能(借 入条件不適当)

企業…企楽条件可能(固 有条件不適当)、 目的 ・・目的可能(企 業条件不適当}

設備 中小

設備 国民

設備 県市

設偏 県

設備 原市

殻備 市

設備 県

能

能

可

可

約

的

的

可

可

準

準

目

目

目
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⑳ 利用 目的説明 メニ ューか ら関連性による

一覧表示(R)を 選択す ると
、関連す る目的

か ら導 出 された制度がその利用可能性 ととも

に一覧表示 されます。

=・=利 用 目的説明メニュー==

α 融資対象物件による一覧表示

且 闘漣 性による一覧表示

Q.利 用目的説明終了

どの操作を行ないますか?r

入力語or融 資目的 一一一 閲連融資目的!融 資制度名 使途 撮関 可能性

>>割 賦による貸与 一ー一〉機械設備の近代化

〉裁断狼(導入)

「般貸付 殴備 中小 可能

「般貸付 設備1眠 可能

製造業省力化設備資金 設備 国民 可能

商工業振興資金/通常 設備 県市 単可

設備近代化資金 .設 備 市 準可

中小企業設備近代化資金 設備 県 単可

商工業振興資金/特Sibl・口 設備 県市 日的
一級事業資金 設備 布 目的

…
・◆◆◆◆."◆'."◆ ◆'"◆ ・・◆"◆ ◆◆◆◆ ◆◆◆◆・・"◆ ◆・◆・◆◆◆◆◆ ・◆◆⇔ ・◆・◆・ ・◆◆・◆・・ ◆◆

◆◆◆.⇔",◆ ◆..◆

備考;市 ・名古屋市、県…愛知県、県市 ・・愛知県/名 古屋市、

中小 ・・中小企業金融公庫、国民 ・・国民金融公庫

可能 ・・利用可能、隼町 ・・準利用可能{借 入条件不適当)

企業…企業条件可能(固 有条件不適当) 、目的 ・・目的可能(企 業条件不適当)

⑳ 結果説明 メニ ューか ら借入 目的説明の表

示(P)を 選択す ると、導出 された制度が定

義された借入目的の階層 とその利用可能性 と

ともに一覧表示 され ます。

=U==結 果説明 メニ ュー;====

f.制 度説明め表示

U.利 用目的説明の表示

P

I

Q

借入目的記述説明の表示

利用者入力情報の表示

結果説明終了

どの操作を行ないますか?p

借入目的階層!融 資制度名 使途 胸間可能性

>>借 入一設備 〈一設備.経営の安定 く一設庭 男繊 寛改善

>>借 入一設備 く一設備一経営の安定 く一般備一近代化 〈一設備一機械設備の近代化

>>借 入」波蘭 く一設備」ヒ端技術に関する導入 ・製造 く一設備_先端技術関連設備 ・機器の導入 〈一設備L先端技術設備の導入

>>借 入_設備 〈一設備」投傭貸与 く一設備.割賦による貸与

>>借 入一題備 く一設備」e端技術に閲する導入 ・製遠 く一設備」⌒ 設備 ・機器の導入 〈一設備一情報関連機器の導入

>>借 入」設備 く一設備一経営の安定 〈一一設備」×型店対策

>>借 スLj艮備 く一設備L経営〃)錠 〈舗設恥 丘ftイヒ〈一設備_'1売 ・me営
一「般貸付 設備 中小 可能

>>借 入」設備 く一段随 経営の安定 〈一設備二労働環境改善

>>借 入一般備 く一設備一経営の安定 く一設値 近tft'化〈一設備一機械設備の近代化

>>借 入一設備 く一設備一先端技術に関する導入 ・製造 く一設備一先端技術関連設備 ・機器の導入 〈一設備」瑞 支術設備の導入

〉>借入」設備 く一讃岐 備貸与 〈一設備一書1賦による貸与

>>借 入_設備 く一設備」ヒ端技術に閲する導入 ・製造 〈一段値 先端技術関連設備 ・機器の導入 ぐ 設備一情報関連搬器の導入

>>借 入」設備 く一設備一経営の安定 〈一設備二大型店対策

>>借 入」殴暗 く一設備一経営の安定 く一設備」重代化 く一設備一小売 ・卸売業の経営
一般貸付 設備 国民 可能

:
■

◆◆◆ ◆◆◆◆◆..◆ ◆◆◆◆ ◆◆◆■◆◆◆◆◆ ●◆■■◆◆ ■■◆◆◆●◆◆◆◆◆ ■■■◆◆◆⑨◆ ◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆◆ ■◆■■◆◆◆■■◆◆ ◆◆◆◆◆●■■◆ ◆

備考:市 ・・名古屋市、県 ・・愛知県、県市 ・・愛知県/名 古屋市、

中小 ・・中小企業金融公庫、眠 ・・国民金融公庫

可能 ・・利用可能、準可 ・・準利用可能{借 入条件不適当)

企業 ・企 業条件可能(固 有条件不適当)、 目的 ・・目的可能(企 業条件不適当)
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⑳ 結果説明メニューか ら利用者入力情報の

表示(1)を 選択すると、利用者が入力した

企業情報、入力語、質問とその答え、固有条

件とその答え及び借入条件が表示されます。

制度説明の表示

利用目的説明の表示

借入目的記述説明の表示

利用者入力情報の表示

結果説明終了

企※情報

1業種]工 業

〔従業員数〕30人

【資本金]1000万 円

[事業場所】名古屋市

入力語

(導入)コ ンピュータ,裁断機

Q&A

[融資 目的]

コンピュータの導入は 、ショッピングセンターの入居設備の取得としてですか?→no

コンピュータの導入は 、セルフサービス店の取得としてですか?=;>no

コンピュータの導入は、卸商業団地 に入居するための設備の取得としてですか?==>no

コンピュータの導入は、省力化 ・効率化等生産性の向上を図るためですか?=>yes

コンピュータの導入は、事務合理 化、販売促進を図るためですか?・ ・>yes

[固有条件]

県内に工場 または事業所 を有 し、2年 以上同一事業を営んでいますか?・ ⇒yes

市内で2年 以上同一事業を営んでいる製造業者または生鮮m㈱1・ 売業者の方てす か?==>yes

市内に事業所があり、1年 以上同一事業を営んでいますか?→yes

製造業または建設業 を営む方で、省力化機械を導入 しますか?・ ・>yes

借入条件

{借入金額]3000万 円

【借入期間】10.0年

⑳ コンサルテ ィング ・メニ ューか らコンサ

ルティング終 了(Q)を 選 択す ると、は じめ

の画面 に戻 ります。 ここでQを 選択す ると終

了 します。

…=コ ンサル テ ィング ・メニ ュー エ・・=

C.コ ンサルテ ィング

R同 一相談者に対するコンサルテ ィング

k結 某解析

Lコ ンサルテ ィング結果のロtSド

S.コ ンサルテ(ン グ結果のセーブ

N.NEXPε肝ONECT差 脚

Q.コ ンサルテ ィング終了

どの操作を行ないますか?q

次の中から行ないたい操作を選択して下さい.

1.コ ンサルテ ィング

2。 知識のメンテナンス

Q.終 了

==>q
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モ デ ル シ ス テ ム に 関 す る 調 査 結 果資)ド斗3





1.目 的

本調査 は、地域産業政策 コンサルテ ィングシステム(モ デル システム)を 第三者 の立

場で評価 し、利用上の問題点を把握す るとと もに、実用化 システムへの改善 のための参

考資料 とす るために実施す る。

2前 提条件

モデル システムの評価の場合、一般公衆回線 によ りホス ト機 と端末機 とを接続 して利

用すべ きであ るが 、電話回線を長時 間専有す るため、ホス ト機をスタ ン ドアロ ンで利用

す ることと した。

3.ア ンケー ト調査先

アンケー ト調査は、実際にコンサルティング業務を行っている相談窓口の担当者とし、

政府系として中小企業金融公庫、愛知県として財団法人愛知県中小企業振興公社 愛知

県産業情報セ ンター、名古屋市として名古屋市中小企業指導センターの3機 関とした。

なお、回答数は以下のとおりである。

①中小企業金融公庫

②財団法人愛知県中小企業振興公社

③名古屋市中小企業指導センター
愛知県産業情報センター

人

人

人

「0

2

4

合計 11人

4.ア ンケ ー ト調査結果

4.1シ ステムの操作性 にっいて

1.キ ー ボ ー ドの 操作 につ いて

①非常に慣れている

②慣れている

③普通

④あまり慣れていない

⑤全 く慣れてていない

0

4

00
0
0
0

人

人

人

人

人

2.入 力方式 につ いて

(1)シ ステムに対す るフ リーキー ワー ドによる単語入力方式にっいて

①良い4人

②悪 い7人

⇒ どのよ うに改善 した らよいか?

[・選択方式がよい7人]
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(2)YES/NOに よる選択方式 にっいて

①良い

②悪い

⇒ どのよ うに改善 した らよいか?

[・項 目選択方式がよい

3.質 問文の内容 について

(1)質 問文の量 について

①無駄 な質問が多 い

②適当

10

1

1

9
0

=
U

り
乙

1
1

1

人

人

]人

③必要な質問が欠けている

④無回答
⇒ どのよ うに改善 した らよいか?

[・質問項 目を少な くした方 がよい ]

人

人
人

人

人

(2)質問全体を見た場合、質問の出て くる状態について

①良い2人

②普通7人

③悪い2人

⇒どのように改善 したらよいか?

[・抽象的な ものか ら細かい項 目へと移行 した方が良い1人]

(3)各質問を見た場合、質問文の評価について

①良い1人

②普通6人

③悪い4人
⇒どのように改善 したらよいか?

・文字が多い

[
・マニュアル通 りの文章でむつか しい

・言葉使いが若干金融実務界で使われている用語 と異な
っている

4.応 答速度について

①非常に速い0人

②速い7人

③普通4人

④遅い0人

⑤非常に遅い0人

4.2シ ステムか らの出力結果について

1.答 えの量にっいて

①非常に多い0人

②多い3人

③適当7人

④少ない1人

⑤非常に少ない0人
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2,出 力結果の制度について

①すべて有る

②無い

③無回答
⇒抜けていた制度は?

・経営安定資金

・機械類貸与 ・設備近代化資金

・共 同化 に関す る制度

・設備貸与

・ゆ とり貸付

・地域貸付

人

人

人

リ
ム
ρ0

3

4.3モ デル システム に関す る意見 について

1.長 所(有 効性など)
・融資に関する経験が浅い人には有効である

・融資相談窓口に設置されると便利

・機能面において利率等の項目により比較できるのは便利である

・企業条件で絞 り込み目的を入力選択 して制度を検索するシステムは便利で

あり実際に使えればありがたい
・融資制度の説明が しやすい

・特別貸付の有効的な活用ができる

2.短 所(改 善点 な ど)
・もう少 し詳 しい条件にっいて問 い合わせ るとよ りコ ンサルティングシス

テム らしくな る(条 件 として担保 ・他制度 と兼ね合わせた限度額等)
・業種を詳 しくす る(2人)

・もっといろ いろな目的 も組み込む とよい

・キーワー ド数が少 ない

・操作の苦手な人で も簡単に使える方がよい

・金額 ・返 済条件を入力す ると返済金額等が出力 され るとよい

4.4そ の他の意見について

L…難 霧灘 鷺1㌫_」
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5.調 査結果の分析

5.1シ ス テ ムの操 作 性

(1)回 答の入力方式 について

モデル システムを試用 した11人 の うち7人 が
、 フ リーキー ワー ドによる単語 入力

方式 よりも選択方式の方が 「操作性が よい」 と感 じている。 この ことは、YES/N

Oに よる選択方式 を10人 が 「良 い」 と感 じている ことか らも読み取れ る。 この理 由

と して は次の2つ が考え られ る。

1っ は、 フ リーキー ワー ド入力時 に システム側で 自動的 に日本語入力状態に してい

な いため、利用者が意識 的に日本語入力可能状態 に してか らキー ワー ドを入力す る必

要が あり、入力操作が不便であ ると感 じたためであろう。 この ことは、 「キーボー ド

操作 に慣れて いる」と答えた人が4人 で あった ことか らも想定 され る。

もう1つ は、 シソーラスの整備が十分で はないため 日常用語 を処理 しきれなか った

り、利用者が フ リーキー ワー ドによる検索 に慣 れて いないため、 キー ワー ドを どの様

に表現すればよいか不安になるためで あろ う。例 えば、 「保冷車 」の場合 「車」、

「自動車」、 「車両」、 「保冷車両 」 … の表現方法が ある。

前者 にっいて は、入力属性に従 って システム側が 自動 的に入 力状態 を変え るな どM

MIを 向上 させ ることによ り不便感 は無 くな ると思われる。後者 にっいて は、 シソー

ラスの拡充 を図 ることによ り効力が増す ことは勿論であるが、利用者の システム慣れ

によ りイメージが変わ ることも予想 され る。

(2)質 問文の内容 にっいて

質 問の量にっ いては、約半数が 「適 当」と感 じているものの、Q&Aの 繰 り返 しが

多 いため煩わ しく感 じている部分 があ る。実用 レベルで使用す る場合 は、煩わ しさは

更 に増す と思 われ、Q&Aの 繰 り返 しを少な くす るために、推論機能 を更 に向上 させ

質 問を少な くしたり、複数 の質問を メニ ュー化 し選択方式 にす るなどの工夫が必要 に

な ると思われる。

質 問内容については、半数以上 が 「良好」 と しているものの、 「文字が多 い」 「用

語 が難 しい」 「業界用語でない」 と言 った意見が出されてお り、相談者が直接利用す

るシステム形態 にす るには大 きな課題 となることが予想 され る。

(3)応 答速度につ いて

本ア ンケー トでは、前提条件で も述 べたようにホス ト機 をスタン ドア ロンで利用 し

てい るため、 モデル システムと しての応答速度 とはな らないが、全員が 「速 い」又 は

「普通」 と回答 していることか ら、 システムの心臓部の速度 は満足 のい くもので あ っ

た と思われ る。

この ことか ら、オ ンライ ンで システムを利用す る場合、通信 回線 の能力 によ りシス

テムの応用速度が左右 され ることが分 かる。
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5.2シ ステムか らの 出力結果 について

(1)答 えの量について

答 えの量について は、 「多 い」が3人 、 「適 当」が7人 とな ってお り、政府系 ・県

・市 の3機 関の制度 をまとめて コ ンサルテ ィングで きることが評価 されたと思われ る
。

(2)出 力結果の制度 にっいて

「すべて有 る」が2人 に対 して、 「無 い」が6人 にのぼ ってお り、出力結果 に漏れ

がない とは言えない。 この原因 として は、以下 の ことが考え られ る。

① 各機関の要綱集 を基 に知識 を得てお り、実 際の相談で用 い られる語彙 を全て網羅

していない。

② カテ ゴ リシソー ラス と融資 目的 シソーラス との リンクが不完全で、導 出され ない

目的がある。

③知識の獲得が未だ十分でないため、借入 目的 フレームでの制度記述に過不足 があ

る。

④ コ ンサルティ ングの対象か ら除外 した制度(機 械類貸与、設備近代化資金 な ど)

があ る。

制度を漏れな く紹介す るには、要綱集 に止 ま らず運用マニ ュアルなどか ら詳細 な知

識 を獲得す る必要が ある。それ に伴い、 シソーラスの拡充 も要求 される。

5.3そ の 他

(1)利 用対象者について

モデルシステムの利用対象者は、 「専門領域以外の相談に対 してコンサルティング

を行うコンサルタン ト及び相談窓口担当者並びに地域産業政策情報に関するある程度

の知識を有する者。」であり、 「融資に関する経験が浅い人には有効である」 「相談

窓口にあればよい」との回答と合致 している。

(2)開 発機能にっいて

相談者の条件そのままでは適用できなくて も、一部の条件を変更することにより適

用できる制度を紹介するア ドバイス機能や、複数の制度のうち相談者にとって最 も有

利な制度を選択することに役立つ適用制度間比較機能など、より広範なコンサルティ

ングの手助けとなる機能が評価されている。

(3)コ ンサルテ ィングの レベルにっいて

モ デル システムは、複数機関の制度を漏れな く紹介す ることを 目標 に開発 して きた

が、実用 レベルで は、信用情報な どか ら融資の妥 当性を判断で きる レベルの もの も望

まれて いる。
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6.ア ンケー ト用 紙 平成5年3月

地域 産 業政 策 コンサルティングソステム(モデルシステム)に 関す るア ンケ ー ト

地域産業政策コンサルティングシステム調査委員会

機 関名:

部署名:

氏 名:

問1.地 域産業政策コンサルティングシステムを使用す るために想定 され た相談内容 についてお答え下

さい。

1.業 種(工 業,卸 売業,小 売 ・サー ビス業)

2.従 業員数(人)

3.資 本金(円)

4.事 業場所(名 古屋市内,愛 知県内,そ の他の地域)

民
」

ρ
O

資金使途(設 備資金,運 転資金)

具体的な内容(設 備… 運転… 製造… )

(目 的 … )

問1,シ ステムの操作性についてお答 え下 さい。

1.キ ーボー ドには(① 非常 に慣 れて いる,② 慣れてい る,③ 普通,④ あまり慣 れて

い,⑤ 全 く慣れていない)

2.入 力方式 にっいてお尋ね します。

2-1.シ ステムに対す る入力方式 と して、 フリーキー ワー ドによ る単語入力方式 は

(① 良 い,② 悪い)

*② に回答 された方 のみお答え下 さい。

⇒ どのように改善 した らよいと思われますか?

()

2-2.YES/NOに よる選択方式 は(① 良 い,② 悪い)

*② に回答 された方 のみお答 え下 さい。

⇒ どのよ うに改善 した らよい と思 われ ます か?

( )

3.質 問文の内容 にっいてお尋ね します。

3-1.質 問文の量 は(① 無駄 な質問が多 い,② 適当, ③必要な質問が欠けている)

*① 、③ に回答 された方のみお答え下 さい。

⇒ どのように改善 した らよいと思われますか?

( )

3-2.質 問全体を見た場合、質問の出て くる状態 は(① 良い

*③ に回答 された方のみお答え下 さい。

⇒ どのよ うに改善 した らよいと思 われますか?

(

,② 普 通,③ 悪 い)

)
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3-3.各 質 問を見た場合、質問文の評価 は(① 良い,② 普通,③ 悪い)

*③ に回答 された方のみお答え下 さい。

⇒ どのよ うに改善 した らよい と思われ ますか?

( )

4.応 答速度 は(① 非常 に速 い,② 速 い,③ 普通,④ 遅 い,⑤ 非常 に遅 い)

問皿,シ ステムか らの 出力結果 にっ いてお答え下 さい。

1.答 えの量 は(① 非常 に多 い,② 多 い,③ 適当,④ 少 ない,⑤ 非常 に少ない)

2.出 力結果の中に、貴方の予測 した制度は全て有 りましたか?

(①有る,② 無い)

2-1.② 無いと回答された方のみお答え下さい。

⇒抜けていた制度は何ですか?

「]
問IV.今 回のモデルシステムに関す るご意見が ございま した らお書 き下 さい。

長所(有 効性な ど)

短所(改 善点など)

問V.そ の他 ご意見が ございま した らお書 き下 さい。

【 ご協力あ りがと うございま した。 】
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